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７．主要施策の成果 

 
 

○事務事業は、款・項・目の順に掲載し、総合計画第２期基本計画の章・節・施策

の番号を付しています。 

 

○最終予算額の欄は、補正・流充用後の額とし、決算額及び前年度決算額の欄は千

円未満を切上げし、それぞれ千円単位で記載しています。 

 

○予算説明書のページ数は、当初予算書のページ数であり、補正予算で追加した事

業や前年度からの繰越事業には対応していません。 

 

 

【一般会計】 
 

 

第１款 議会費 項１ 議会費 

 

【主要データ】 

① 議決議案件数の推移 

区分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

市提案 75 件 88 件  69 件 

議員提案 3 件 3 件  1 件 

計 78 件 91 件  70 件 

 

② 会議開催状況 

区分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

定例会 20 日 19 日  18 日 

臨時会 7 日 4 日  5 日 

常任委員会 81 日 67 日  62 日 

特別委員会 26 日 59 日  35 日 

議会運営委員会 20 日 22 日  20 日 

 

目１ 議会費 （予算説明書Ｐ４８～Ｐ４９） 

 

１ 議員報酬・期末手当・共済費（議員２１名分） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － －  １２７，３０１ １２７，３００ １３０，４９２

 

２ 政務調査費交付金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － －  ２，５２０ ２，４２５ ２，２０５
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  議員の調査研究活動の充実を図るため、各会派に対し、所属議員１人当たり

月額１万円を交付した。 

 

３ 議員用パソコン購入事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － － 新規 ５６７ ５６７ ０

  これまで使用していたパソコンが耐用年数を経過したことから、議員貸与用パソコ

ンを更新した。 

 

４ 議会中継システム導入事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － － 新規 ６６７ ６６７ ０

開かれた議会の推進を図るため、議場や委員会室で行われる本会議及び委員会の中

継及び録画の映像を配信する中継システムを導入した。 

   議会中継システム導入費   

総事業費       １３，３３９千円 

    うち 平成21年度決算額    ３７千円 

    うち 債務負担行為分 １３，３０２千円（平成22年度～平成25年度） 

   保守管理委託料       

総事業費        ５，６７０千円 

    うち 平成21年度決算額   ６３０千円 

    うち 債務負担行為分  ５，０４０千円（平成22年度～平成25年度） 

 

 

第２款 総務費 項１ 総務管理費 

 

目１ 一般管理費 （予算説明書Ｐ５０～Ｐ５１） 

 

１ 自治体職員協力交流事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ ２ ２  ２，５８６ ２，１７４ ２，３０７

海外の地方自治体等の職員を『協力交流研修員』として受け入れ、行政についての

ノウハウの習得をさせるなど諸外国の地方行政への貢献という国際協力を行うととも

に、研修員による語学講座の開催や小・中学生との交流等を通じて、地域の国際化を

推進した。 

 研修生  １名（中国重慶市） 

   研修期間 平成21年５月24日～11月25日 

   研修内容 一般行政研修、観光行政研修、道内外視察等 

   交流内容 語学講座や国際理解講座の講師役となり市民との交流を図った。 

 

２ 国際交流推進事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ ２ ２  ７６０ ５９４ ３０３

国際交流関係団体等と連携し、国際理解を深める事業を推進するとともに友好都市

サイパン市との交流を推進した。 

国際理解講座（文化紹介、料理教室等）を５回開催 
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サイパン市の中学生（11名）の受入・交流（平成22年２月１日～５日） 

友好交流に尽力されたサイパン市長の退任に際し表敬訪問を行った。 

市内国際交流団体による外国人研修生の受入支援（平成21年８月21日～９月19日） 

市内国際交流団体との意見交換会を実施 

 

３ 中学生海外派遣事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ ２ ２  ０ ０ ２，２５８

※ 平成21年度は下記事業内容で実施予定であったが、新型インフルエンザの影響

により事業を中止した。 

 

外国の生活や異なる文化に接することにより、国際理解を深め、国際社会に対応で

きる豊かな人間性を身につけることを目的に、中学２年生６名をデンマークに派遣し

ホームステイによる生活体験や同世代の生徒との交流を図る。 

派 遣 先 デンマーク  派遣人数 中学２年生６名、引率者２名 

派遣期間 平成21年８月17日～23日 

事業内容 友好都市ファボー・ミッドフュン市役所表敬訪問、学校訪問、ホーム

ステイ等での交流 

     帰国後～報告書作成、在学する中学校において体験報告会 

 

４ 市バス運行業務委託料 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ － －  ７，３０２ ７，３０２ ７，３０２

  市が所有するバスの運行業務について効率化を図るため、業務を民間に委託した。 

委託台数 市バス２台 

   委託内容 市が行う各種行事に係る参加者等の送迎、市バスの保守点検 

    ※ 債務負担行為設定（平成１８年度～平成２２年度） 

 

５ 職員研修経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ － －  ４，４１９ ３，９４２ ３，４２１

職員に対して基本研修等を実施するとともに各種研修に職員を派遣した。平成 21 年

度については、職場内研修の充実を図るほか、公務員倫理や、メンタルヘルス等に重

点を置いて実施した。 

基本研修            １１件    １８６人受講 １，８１５千円 

 内、公務員倫理研修          主査・主幹２７人受講 ２３７千円 

メンタルヘルス研修（ラインケア） 主査・主幹１４人受講 ２６０千円 

メンタルヘルス研修（セルフケア） 職員全般 ３７人受講  ６９千円 

特別研修            ４４件    ３８８人受講 ２，０１３千円 

自己啓発             ２件     １４人受講    ２６千円 

その他経費            １件              ８８千円 

 

６ ふるさと納税関係経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ － － 新規 １，３２２ １，３００ ０

ふるさと納税制度の周知を図るパンフレットを作成するとともに、寄付者に対して
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地場産品等記念品を贈呈した。また、翌年度の各種事業に充当するため、同制度によ

る寄附金の基金積み立てを行った。 

 ふるさとまちづくり記念品購入費 

  ・記念品購入費           １５０千円 

  ・パンフレット作成         １０２千円 

 ふるさとまちづくり応援基金積立金 １，０７０千円 

 

７ 旅券事務費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － －  ２３６ ２３５ ２１１

旅券（パスポート）の申請の受付けと交付を行った。 

   旅券申請件数 Ｈ２０ ７７６件、 Ｈ２１ ７４１件 

 

目２ 財産管理費 （予算説明書Ｐ５０～Ｐ５３） 

 

１ 本庁舎裏玄関自動ドア設置事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３ 新規 ３，８８５ ３，０１４ ０

  高齢者、障がい者等をはじめ、すべての市民の利便性の向上を図るため、市役所本

庁舎裏玄関を改修し、自動ドアを設置した。 

 事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

３，０１４ ３，０１３ １

 

２ 公共施設水洗化事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ １ ３  ８，９００ ５，７１２ ３，２９７

  老人憩の家（芙蓉の家）及び登別児童館の水洗化を行った。 

  事業費の財源内訳 

財源内訳 

市債 

 

事業費 

通常債 行革債 
一般財源 

５，７１２ ４，２００ １，４００ １１２ 

※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」

の対象事業として補正予算を計上し、翌年度へ繰り越しした。 

      翌年度繰越額 ２，９００千円 

 

３ 公用地等購入費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － －  ９９，３３２ ９９，２９５ ３４，６７５

日本工学院職員住宅敷地、新生交番敷地として使用している登別市土地開発公社所

有地を取得した。 

取得面積 ３，３４３．５９㎡ 
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４ 本庁舎非常用照明改修事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － － 新規 ４，９１４ ４，６７３ ０

  老朽化した市役所本庁舎の非常用照明電源装置を廃止し、バッテリー内蔵型の非常

用照明器具に改修した。 

 

５ 公共施設駐車場整備事業費（緊急雇用創出事業） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － － 新規 ５，５８３ ５，５０２ ０

  公共施設を利用する市民の安全を確保するため、国の雇用対策である緊急雇用創出

事業として公共施設駐車場の白線塗装を実施した。 

  ※ 民間企業へ委託して実施 

     雇用人数 ６名 

     雇用日数 延３８４日 

事業期間 平成21年５月１日～平成21年９月30日 

  事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 道支出金 一般財源 

５，５０２ ５，５０２ ０

 

６ 本庁舎整備事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － － 新規 ９，３７７ ９，３７７ ０

  地域活性化・経済危機対策臨時交付金を活用し、老朽化した本庁舎の北面、東面の

外壁の改修及び塗装工事を実施した。 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

９，３７７ ９，３７７ ０

 

７ 本庁舎暖房設備整備事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － － 新規 ７，０８７ ０ ０

  老朽化した議場用の暖房用ボイラーを更新する。 

  ※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」の

対象事業として補正予算を計上し、翌年度に繰り越しした。 

     翌年度繰越額 ７，０８７千円 

 

８ 第二庁舎整備事業費【前年度繰越事業】 

章 節 施策  繰越予算額 決算額 前年度決算額 

－ － － 新規 １０，４１９ ９，１７７ ０

  老朽化している第二庁舎の自動火災報知設備を改修するとともに、屋上防水や屋根

葺替・塗装を行った。 
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 事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

９，１７７ ９，１７７ ０

 

目５ 総務諸費 （予算説明書Ｐ５２～Ｐ５３） 

 

１ 登別・白石姉妹都市交流推進協議会助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ ２ １  ２１０ ２１０ ２１０

姉妹都市を提携している宮城県白石市との友好親善を目的に産業・経済・教育・文

化・スポーツ・福祉などの各分野で交流事業を行っている協議会に対し助成した。 

事業内容 

 小学生絵画作品交流展示会、少年スポーツ交流事業、ふるさと豆記者訪問事業、

ふるさとを語る交流事業、姉妹都市国際親善少年水泳大会、姉妹都市文化協会との

文化交流事業、物産展、登別市学校給食による特産品交流事業 

 

目６ 企画費 （予算説明書Ｐ５２～Ｐ５５） 

 

１ 市民憲章制定４０周年記念事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ １ ２ 新規 １００ １００ ０

  登別市民憲章推進協議会の設立４０周年記念誌作成に係る経費の一部を補助した。 

・発行部数  ５００冊 

・配布先   各町内会、市内各学校、市内各企業、病院等 

 

２ 市民憲章推進協議会助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ １ ２  １５０ １５０ １５０

  市民憲章の周知を図るとともに、より豊かな郷土づくりを目指し、学校訪問による

映像（ＤＶＤ）での普及など市民憲章推進に関する啓発活動を行う登別市民憲章推進

協議会の活動支援として助成した。  

市民憲章推進に関する啓発活動、市民憲章推進活動の視察研修 

 

３ 東京登別げんきかい交流経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ ２ １  ６００ ５５４ ５７８

首都圏在住の登別市出身者等で構成される『東京登別げんきかい』は、市にとって

有益な情報の提供や人脈づくりの原動力になるなど、首都圏における登別の応援団と

して貢献している。 

平成21年度は、総会・情報交換会や夏のイベントを通じ、会員相互の親睦を図った。 

夏のイベント     平成21年７月11日開催、 ５５名参加 

総会・情報交換会  平成21年11月14日開催、１５２名参加 
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４ ふるさと大使関係経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ ２ １  ６２ ３６ ５２

登別市にゆかりのある著名人などを『登別市ふるさと大使』（通称：鬼大使）に委

嘱し、さまざまな機会に登別市の宣伝をしてもらう際に活用するＰＲカードを作成し

た。 

   平成21年度末現在委嘱者数 53名（日本人31名・外国人22名） 

登別市の話題の宣伝、ＰＲカードの配布、まちづくりに役立つ情報収集・提供 

 

５ ペットボトルキャンドルナイト開催経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ ２ ２ 新規 １５９ ２７ ０

  北海道洞爺湖サミットの開催を契機に地球温暖化の防止や環境保全についての関心

を高めるため、アフターサミットの取組として、市内団体等による実行委員会がペッ

トボトルキャンドルナイト及びガイアナイトを実施した。 

   開催日 平成21年７月７日 

  

６ 移住促進経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ ２ ３  １００ ８５ ８５

首都圏等の団塊の世代を主な対象として、他自治体と連携・協力し、北海道への移

住促進・民間による移住ビジネスの創出などを目的とした「北海道移住促進協議会」

へ引き続き参加し、協議会が発行するパンフレットやホームページにより北海道や登

別市の魅力を情報発信するとともに、登別市独自の移住情報パンフレットを作成し、

登別市の紹介を行っている。 

また、移住相談ワンストップ窓口を設置し、移住に関する各種問い合わせへの対応

や移住体験の受付手続きなどを行った。 

移住体験者数      ４組 ７名 

移住相談窓口利用者数     17名 

 

７ 事業仕分け実施経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ － － 新規 １９８ １７６ ０

平成12年度から試行を含め事務事業評価を内部評価として実施しており、「事業仕

分け」をこの事務事業評価の外部評価として位置づけし、試行実施した。 

市が行う事務事業の必要性、民間又は市といった実施主体のあり方や実施手法につ

いて、市の政策方針や財政上の制約を前提とせず、事業の本質に着目し、コーディネ

ーター及び仕分け人によって市民の視点で議論していただいた。 

公開の場で議論していただくことにより市民の方に市が行う事務事業について知っ

ていただくとともに、その意見を取り入れ事務事業の見直しを図り効率的な行政運営

に資した。 

事業仕分け対象事業  １１事業 

コーディネーター１名、仕分け人７名 
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８ 市民自治推進委員会経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ １ １ 新規 ６３７ １１７ ０

本市の市民自治の推進役を担う市民自治推進委員会の活動を支援するため、市民自

治推進委員会が行う市民を対象とした講演会等開催の支援を行った。 

平成２１年度は、フォーラムを１回開催。（当初フォーラム１回、勉強会１回の実

施を予定していたが、フォーラムに研修の要素を取り入れることにより１回の開催と

なった。） 

 

９ 西胆振地域定住自立圏形成方策調査事業負担金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ ２ １ 新規 ４４２ ４４２ ０

  新たな広域連携の手法である定住自立圏構想について、連携事業の可能性とまちづ

くりの効果等を検討し、西胆振地域における定住自立圏形成の方向付けを図る資料と

するため、西いぶり広域連合において、専門的見地を有するコンサルに調査委託を行

うことに負担した。 

調査の報告書については、西いぶり広域連合・市のホームページで公表した。 

 

10 （仮称）市民活動センター開設準備経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ １ ２ 新規 ２４，４８１ ２３，２９５ ０

  市内で広範に行われているボランティア活動、青少年育成活動、環境美化活動やま

ちおこしイベント等、社会や地域に貢献している市民活動を支援するため、拠点施設

となる登別市市民活動センターの整備を行った。 

   建築主体改修工事（小上がりの設置、手すりの設置等） 

   機械設備改修工事（衛生設備、換気設備工事等） 

   電気設備改修工事（誘導灯、照明器具の設置等） 

 事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 寄附金 一般財源 

２３，２９５ ２０，０００ １，０００ ２，２９５ 

 

11 （仮称）市民活動センター整備事業費【前年度繰越事業】 

章 節 施策  繰越予算額 決算額 前年度決算額 

６ １ ２ 新規 ４４，０６７ ４２，８２５ ０

  市民自らが行政や各種団体、企業等と協働し、「市民力」を結集して、市民が活き

活きと暮らせる社会、地域に貢献できる喜びを実感できる社会の実現に向けた市民活

動を推進することを目的とし、旧登別自動車学校敷地の一部及び建物を購入し、まち

づくりなどを行う市民活動団体の活動拠点及び市民活動支援拠点として整備した。 

  事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

４２，８２５ ４２，８２４ １
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目８ 行政情報費 （予算説明書Ｐ５４～Ｐ５５） 

 

１ 北海道電子自治体共同システム運用経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ １ ３  ３，０７８ ３，０７２ ３，５４４

  北海道と登別市を含む道内１１２市町村が参加する北海道電子自治体共同システム

の運用を行った。 

 

２ 西いぶり広域連合共同電算事業負担金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ １ ３  １５０，７８６ １４７，０１０ ８２，３３７

西胆振の室蘭市・登別市・伊達市・壮瞥町の３市１町が共同で業務システムの運用

を行った。 

なお、前年度決算額と比較した本年度決算額の増要因は、システム構築に係る公債

費の元金償還が始まったことによる。 

 

３ 地域情報化の推進 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ １ ３  ５６，９４３ ５５，４３４ ６９，６７５

・ＯＡ化推進経費  決算額１５，４５４千円 

   事務処理に必要なパソコン、プリンター、庁内ＬＡＮ及び庁内内部サーバなどの

機器更新及び維持管理を行った。 

・地域イントラネット維持管理経費  決算額２４，１８８千円 

公共施設を結ぶイントラネット(光ファイバーネットワーク)機材などの機器更新

及び維持管理を行った。 

 ・行政情報化経費  決算額９，３５５千円 

   市民サービスに必要な窓口用パソコン、プリンターやメールサーバなどの機器更

新及び維持管理を行った。 

・地域情報センター運営管理経費  決算額６，４３７千円 

市民への情報通信技術普及とコンピューターを使いこなせない人や情報機器を入

手できない人、いわゆるデジタルデバイド(情報格差)解消に対応するため登別市

地域情報センターの運営管理を行った（平成21年度利用者数8,483人）。 

 

４ 広報広聴経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ １ ３  １２，５７２ １１，９６６ １０，３１１

  市民や地域の声・ニーズを的確にとらえ、市政に反映させるよう努めるとともに、

市政情報を総合的に提供することにより、市民参加のまちづくりの推進に努めた。 

・広報のぼりべつ 毎月発行 

・広報モニター 市民11人（広報のぼりべつのアンケート評価） 

・地区懇談会 10地区 出席者数285人 

・地区課題の把握 40町内会等 要望件数100件 

・市長室フリータイム ２回 参加団体・個人計４組 

・市職員出前フリートーク 22回 参加者数907人 

・市民見学会 ２回 参加者数37人 

・三市合同施設見学会（開催市：伊達市） 参加者数52人（うち登別市民21人） 
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・市の仕事の作成 平成21年6月発行 

 

５ 旬感！のぼりべつかわらばん（明日のまちづくり事業費） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ １ ３ 新規 ４２６ ４１７ ０

  ホームページのトップページの更新やコミュニティＦＭ放送番組の購入を行い、市

政やイベントなどの情報を提供した。 

 

６ 行政情報デジタル化保存事業費（緊急雇用創出事業） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ １ ３ 新規 １，８２１ １，６０３ ０

  紙媒体の広報紙の経年劣化が著しいことから、デジタル化による保存を行った（昭

和27年９月分～平成13年３月分）。 

   雇用人数  臨時職員 ２名 

   雇用日数  延２３３日 

事業期間  平成21年10月１日～平成22年３月30日 

 デジタル化保存頁数  １２，３０２頁 

  事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 道支出金 一般財源 

１，６０３ １，６０３ ０

 

目１０ 環境保全推進費 （予算説明書Ｐ５４～Ｐ５５） 

 

１ 総合的な環境保全の推進経費・環境保全審議会経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ １ １  ４４３ １６９ ２２６

  市民、事業者、行政がそれぞれの役割分担と責任のもと、自主的、積極的な環境保

全への取り組みを総合的・計画的に行った。 

①総合的な環境保全の推進経費      １６９千円（決算額） 

環境基本計画、環境配慮指針、温暖化対策推進実行計画、グリーン購入法に基

づく調達方針の進行管理等、行政自ら環境に配慮した取組みを行った。 

小中学生による環境ポスター募集事業、夏及び冬休みを利用した小学生のこど

も環境家計簿を実施し、温室効果ガスの削減に取り組んだ。 

②環境保全審議会の運営（委員２０名）     ０円（決算額） 

登別市環境基本条例に基づく調査審議すべき事項（環境基本計画、公害防止に

関する基本的事項等）が無く、審議会の開催はなかった。 

 

２ 歩いてみませんか「わが家の散歩道」（明日のまちづくり事業費） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ２ １ 新規 ９００ ８６７ ０

市民が登別の自然について興味を持つきっかけとなるよう、登別市内に生息すると

いわれている野生生物の貴重種（絶滅のおそれのあるものや数が減ってきている野生

生物）のイラストや生態系の説明を入れたホームページの作成を行った。 
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目１１ 男女共同参画推進費 （予算説明書Ｐ５６～Ｐ５７） 

 

１ 男女共同参画社会づくりの推進経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ４ １  ６０ ４５ ６０

 女性と男性がお互いを尊重し、それぞれの個性と能力を発揮しながら、共に支え合

う男女共同参画社会の形成を目指した。  

情報誌・小学校４年生向け啓発冊子の発行 

のぼりべつ男女平等参画懇話会、プラタナスなどの市民団体の活動支援 

 

２ 民間シェルター運営補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ４ １  １５０ １５０ １５０

夫や交際していた男性などの暴力から逃れる女性の心身の安全確保や自立のための

支援を行っている民間シェルター（ＮＰＯ法人 『ウィメンズネット・マサカーネ』）

の運営を支援した。  

 

目１２ 幼稚園振興費 （予算説明書Ｐ５６～Ｐ５７） 

 

【主要データ】 

  ①幼稚園園児数等の推移 

区分 平成２１年 平成２０年 平成１９年 平成１２年 

園児数 634 人 621 人 635 人 636 人 

幼稚園数 ４園 ４園 ４園 ７園 

  ※各年５月１日現在 

 

１ 私立幼稚園学校給食指導経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ７６５ ７１２ ５６９

私立幼稚園の５歳児を対象として、合計で 30 日間の学校給食の指導を実施した。 

 

２ 私立幼稚園就園奨励費補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ５５，３２４ ５４，５６０ ４８，９１８

 私立幼稚園に通園する園児の保護者の経済的負担の軽減を図るため、補助金を交付

した。なお、国の補助限度額が引き上げられたことに加え、第２子以降の保護者負担

の軽減が拡大されたことにより、前年度に比べて決算額が増加した。 

補助対象人員 614名 

 

３ 私立幼稚園協会教職員研修費補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ５００ ５００ ５００

私立幼稚園の教職員の資質向上を図るため補助を行った。 
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４ 私立幼稚園教材教具費等補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ２，５４０ ２，５４０ ２，４８８

市内の私立幼稚園に対し、園児用教材教具の購入資金の一部を補助し、教育内容の

充実を図った。  

 

 

第２款 総務費 項２ 徴税費 

 

目３ 徴収費 

 

１ 市税納付電話催告事業費（緊急雇用創出推進事業） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － － 新規 ８３９ ７９０ ０

  収納率の向上のため、市税等が未納となって日の浅い未納者（督促状が発送され１

ヵ月以内など）に対し、電話により納税を促し、「自主納付」「期間内納付」の啓発

及び新規の滞納発生の抑制を図った。 

雇用人数  臨時職員 ２名 

雇用日数  延１１４日 

事業期間  平成21年１月６日～平成22年３月31日 

電話催告実施件数  ７９７件 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 道支出金 一般財源 

７９０ ７９０ ０

 

 

第２款 総務費 項３ 戸籍住民基本台帳費 

 

目１ 戸籍住民基本台帳費 

 

１ 市民窓口事務強化事業費（緊急雇用創出推進事業） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － － 新規 ３９３ ３６５ ０

     厳しい雇用情勢の中で雇用の場を提供すると共に、市民窓口事務の繁忙期に向け窓

口事務の効率化と市民サービスの向上にも資するものである。 

   雇用人数  臨時職員 １名 

   雇用日数  延５８日 

事業期間  平成22年１月６日～平成22年３月31日 

  事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 道支出金 一般財源 

３６５ ３６５ ０
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第２款 総務費 項５ 防災費 

 

目１ 防災費 

 

１ 全国瞬時警報システム受信設備整備事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ １ 新規 １，９４９ ０ ０

 緊急事態が発生した場合に、国から通信衛星を通じて直接市に情報を送信し、同報

系防災行政無線を自動起動するなどして、住民に緊急情報を瞬時に伝達することがで

きるが、当市は、同報系防災行政無線を整備していないため、国から情報を受ける受

信装置を整備する。 

※ 国の第１次補正予算に盛り込まれた「防災情報通信設備整備事業交付金」の対

象事業として補正予算を計上したが、年度内に事業が終わらないため翌年度へ繰

り越しした。 

   翌年度繰越額 １，９４９千円 

 

 

第３款 民生費 項１ 社会福祉費 

 

目１ 社会福祉総務費 （予算説明書Ｐ７２～Ｐ７５） 

 

【主要データ】 

  ①犯罪発生件数の推移 
 （各年12月末現在） 

区分 平成 21 年 平成 20 年 平成 19 年 平成 18 年 平成 17 年 平成 16 年

発生件数 458 472 453 428 577 735

 

１ 日胆はまなす里親会補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ３０ ３０ ３０

  受託児童の健全な育成を行う日胆はまなす里親会を財政支援し、児童福祉の向上に

寄与した。 

 

２ 地域福祉活動促進事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ １  １４，８４０ １４，８４０ １４，６７４

  登別市社会福祉協議会が行う地域福祉活動促進事業の推進のために補助金を交付し

て支援した。 

  主な事業 

地域福祉事業 

（きずな推進事業、広報啓発事業、地域生活支援事業） 

ボランティアセンター事業 

（ボランティア活動支援事業、ボランティアセンターの運営） 

在宅福祉事業 

（在宅介護支援事業、ふれあい会食会事業、高齢者支援きずなづくり事業）など 
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３ 社会福祉事業推進補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ １  １０，６１９ １０，６１９ １０，７６１

  登別市社会福祉協議会に専門員等を配置して事務局の基盤強化を図り各種福祉事業

を積極的に推進する為、補助金を交付して支援した。 

地域福祉コーディネーター、ボランティアコーディネーター、福祉相談員等の設 

  置 

 

４ 民生委員児童委員協議会補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ １  ２，８４７ ２，８４７ ２，８４７

  市内各地民協との相互連携、活動の充実及び民生委員児童委員の連携を図るため、

民生委員児童委員協議会に対し補助金を交付して支援した。 

   市内各地区民児協活動費、各種研修費、会議旅費等 

 

５ 民生委員児童委員活動経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ １  ９，０１７ ８，８０７ ８，９２１

  市内各地区の民生委員児童委員の活動を推進する為の経費を支出して支援した。 

① 民生委員推薦会経費（委員１２名分）       ０千円 

② 民生委員児童委員協議会経費       １，２４１千円 

③ 民生委員児童委員活動経費（委員１３０名）７，５６６千円 

 

６ 社会福祉協議会貸付金（たすけあい金庫） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ４  ５，０００ ５，０００ ５，０００

  低所得者世帯の経済的な生活安定と福祉の向上を図るため、被生活保護世帯に応急

援護資金として貸付けるため、社会福祉協議会に対しその原資を貸付した。 

   

７ 社会福祉協議会創立５０周年記念事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ４ 新規 １，０００ １，０００ ０

  登別市社会福祉協議会は、昭和３４年１月２７日関係機関、団体の支援と社会福祉

関係者の参画を得て、幌別町社会福祉協議会として発足し、平成２１年で創立５０周

年を迎えることから記念事業を開催するので支援した。 

 開催日 平成２１年９月２６・２７日 

場所  市民会館 

 参加者 ４，０００人 

 

８ 室蘭登別防犯協会連合会助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ５  ６５０ ６５０ ６５０

  犯罪の未然防止と暴力を追放し、安全で安心して暮らせるまちづくりの実現に向け

て活動する室蘭登別防犯協会連合会を支援した。  

各種広報・啓発活動実施、啓発看板・ポスターの作成、地域安全ニュースの発行 



 39

９ 暴力追放運動推進団体連絡協議会助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ５  ５００ ５００ ５００

  市内から暴力団を追放・排除し、安全で安心して暮らせる明るいまちづくりの実現

に向けて活動する登別市暴力追放運動推進団体連絡協議会を支援した。  

各種広報・啓発活動実施、啓発看板・旗・チラシの作成、手づくり祭りの支援 

 

10 防犯灯設置事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ５  ４，６３２ ４，１９８ ４，０２９

 町内会などが地域の安全を確保するために整備する防犯灯の設置費や改修費に対し

補助した。（補助率 ３分の２以内）  

  平成２１年度実績   新設 ３０基  改修 １２４基 

 

11 社会を明るくする運動登別地区実施委員会負担金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ５  １８０ １８０ １８０

  社会を明るくする運動登別地区実施委員会が行う事業を推進するため、負担金を支

出して支援した。 

   主な事業～街頭啓発パレード 平成２１年 ７月 ８日 

        公開ケース研究会 平成２１年１０月２６日 

小・中・高校生、教育関係者との意見交換会 １０回開催 

子供育成者懇談会、ビデオ上映会  

 

12 登別地区保護司会補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ５  ２５０ ２５０ ２５０

  登別地区保護司会が行っている事業を推進する為、補助金を交付して支援した。 

   主な事業～・ 保護司活動充実のための研修会や情報交換など 

・ 小・中・高校生との意見交換・交流 

・ 防犯街頭啓発活動 等 

 

13 無料法律相談業務委託料 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ６  ３７８ ３７８ ３７８

交通事故や金銭貸借、損害賠償などに関する法律問題を解決するため、鉄南ふれあ

いセンターと弁護士事務所で弁護士による相談を行った。  

会場での無料法律相談を開催（月１回、６名） 

弁護士事務所での無料法律相談（月６名） 

 

14 生活交通路線維持対策事業費補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ３ １  ４，８４３ ４，８４３ ５，５９３

  市民の生活に必要なバス路線の維持が、自家用車の普及により困難となっているこ

とから、国及び北海道と適切な役割分担を図りながら、乗合バス事業者に対して補助
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金を交付し、バス路線を維持した。 

    市生活交通路線 ８路線（市単独補助） 

 

15 鉱山地域住民タクシー経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ３ １  １３０ １２５ １２０

鉱山地域住民の交通の便を確保するため、タクシー料金の一部について助成した。 

利用世帯数 １世帯（月２往復） 

 

16 アイヌ文化講座経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ３ ２  ２９６ ２９６ ２９６

  アイヌ文様の刺しゅうや織物、かご編みなどの作成講座を開催した。 

   主な事業～アイヌ刺しゅう、トマ織物、サラニプかご編みなど 

   開催回数 １０回 

 

17 第22回アイヌ民族文化祭補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ３ ２  ３０ ３０ ３０

  北海道アイヌ協会が主催しているアイヌに関する事業を推進するため補助金を交付

して支援した。 

  主な事業～・アイヌ古式舞踊 ・アイヌ語劇 ・民族衣装の展示紹介 

       ・ムックリ製作 ・演奏体験など 

 

18 アイヌ文化普及啓発事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ３ ２  ２００ ２００ ２００

  アイヌ文化の普及・啓発のため、アイヌ協会登別支部が事業を推進していく上での

運営資金の一部として、補助金を交付して支援した。 

  主な業務 ～ ・ インターネットのアイヌ協会ホームページより、アイヌ民族の文

化や伝承活動、各種行事の情報発信 

・ 事業実施準備のための電話による連絡業務 

・ 各地で研修を兼ねて行うアイヌ民族の祭り、古式舞踊による交流

事業に使用する書類の印刷 

 

19 連合町内会助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ １ ２  ２，４００ ２，４００ ２，４００

登別市連合町内会（11地区の連合町内会で構成）の活動を支援した。  

町内会共催事業の推進 各種研修会の開催及び参加促進 連合町内会運営経費 

 

20 町内会運営助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ １ ２  ２９，８２５ ２９，８２５ ２７，８７９

地域の発展を目的に活動する町内会、町会、自治会の運営を支援した。  
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助成団体数 95町内会、１地区連合町内会 

 

21 戦没者追悼式関係経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ － －  ４９６ ４６９ ４６９

戦没者の霊を慰め、追悼の誠を捧げるため、国等が行う戦没者追悼式に準じ、市の

戦没者追悼式を開催した。 

   開催日 平成21年８月29日 

   会 場 市民会館大ホール 

 

22 老朽危険家屋対策事業費（緊急雇用創出事業） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － － 新規 １，５５１ １，５５１ ０

  各町内会に依頼して空き家を含む危険と思われる家屋の調査票を提出していただき、

調査票を基に市民サービスグループ職員と緊急雇用対策事業で雇用した臨時職員が目

視による現地調査や登記簿等による所有者などの調査を実施した。 

   雇用人数  臨時職員 ３名 

   雇用日数  延２４４日 

事業期間  平成21年６月１日～平成21年９月30日 

 事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 道支出金 一般財源 

１，５５１ １，５５１ ０

 

23 住宅手当緊急特別措置事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ４ 新規 ３,６０３ ２０８ ０

離職者であって就労能力及び就労意欲のある者のうち、住宅を喪失している者等を

対象に住宅手当を支給した。 

支給者２名 

 

目２ 障害者福祉費 （予算説明書Ｐ７４～Ｐ７７） 

 

【主要データ】 

① 身体障害者手帳保持者数の推移 

  平成２１年 平成２０年 平成１９年 

１級 790 人 789 人 758 人 

２級 470 人 477 人 478 人 

３級 436 人 422 人 400 人 

４級 678 人 659 人 631 人 

５級 195 人 202 人 213 人 

６級 170 人 174 人 176 人 

計 2,739 人 2,723 人 2,656 人 
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  ②療育手帳保持者数の推移 

  平成２１年 平成２０年 平成１９年 

A 132 人  129 人  124 人 

B 204 人  190 人  194 人 

計 336 人  319 人  318 人 

 

  ③障害者手帳保持者（精神）数の推移 

  平成２１年 平成２０年 平成１９年 

１級 71 人  75 人 71 人 

２級 193 人  172 人 147 人 

３級 30 人  32 人 22 人 

計 294 人  279 人 240 人 

 

１ 重度心身障害児介護手当支給経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ８，１６０ ７，６９０ ７，５７０

  心身に重度の障がいのある児童（20歳未満）の保護者に対して支給し、障がい児の

福祉の増進を図った。 

   対象者数 64名 

 

２ 地域生活支援事業費 

  障害者自立支援法に定められた障がい者（児）の地域生活支援に係る事業を実施し

た。 

○ 日常生活用具給付費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  １２，９２７ １１，６５６ １１，５９０

  障がい者（児）に対し、ストマ用装具や入浴補助用具など日常生活用具の給付を行

った。 

    給付件数  1,200 件 

 

○ 障害者自立更生促進助成事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ４１０ ２０５ １７８

在宅の障がい者に対し、自立更生に要する経済的負担を軽減し、社会活動への参加

の促進を図った。 

    自動車運転免許取得費助成 1 件  自動車改造費助成 1 件   

   

○ 総合相談支援事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  １５，５６５ １５，１９２ １６，６７８

障がい者等の相談に応じて必要な情報の提供や助言、障害福祉サービスの利用に関

する援助、調整などの支援を行うとともに、地域関係機関のネットワーク化促進、知

的・精神障がい者の住宅入居促進支援を行い、障がい者等の地域生活の支援を行った。 

また、相談支援充実・強化事業として、就労情報交換会、発達障がいの地域研修会
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及び支援者研修会の開催、発達障がい児者のための支援マップを作成した。 

    相談件数 ３，９４０件 

 

○ コミュニケーション支援事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ３４９ １０４ １０２

聴覚、音声言語機能障害のために意思疎通を図ることに支障のある障がい者等に、

手話通訳者の派遣等を行った。 

    派遣回数  12 回 

 

○ 移動支援事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ２,０００ １，４３２ １，６２４

屋外での移動が困難な障がい者（児）について、外出のための個別的支援及びグル

ープへの支援を行った。 

  個別移動支援人員     29 名 

  グループ移動支援団体数  ２団体 

 

○ 地域活動支援センター事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ２０，４３６ ２０，４３６ ２０，４３６

障がい者等に、創作的活動や生産活動の機会の提供、社会との交流の促進などの事

業実施と当該事業者への助成を行った。 

    地域活動支援センター（社会福祉協議会委託）利用数   51 名 

    革工房瑞樹就労者数                  ５名 

 

○ 訪問入浴サービス事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ５８１ ４０５ ４０５

身体障がい者（児）の居宅生活支援のため、訪問による入浴サービスを行った。 

    利用人員 1 名 

 

○ 更生訓練費・施設入所者就職支度金給付費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ４３８ １６０ ３７３

旧法における施設入所（通所）の利用者が必要な更生訓練費の支給を行った。 

なお、施設入所していた障がい者が退所し、一般就労等を行う場合の就職支度金の

支給対象者はいなかった。 

  更生訓練費給付 ４名  就職支度金給付 ０名 

 

○ 社会参加事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  １９８ １９８ １，２３８

視力障がい者等の情報提供のため、市広報誌等を点訳又は音声等により作成を行っ

た。 
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○ 日中一時支援事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ２,０００ ９７０ ８９１

障がい者等の日中における活動の場の確保、介護者の一時的休息を行うための日帰

りショートステイ、介護者等の就労支援及び養護学校等の長期休暇中の支援を行うた

めの障害児タイムケアを行った。 

  日帰りショートステイ利用数 19 名  障害児タイムケア利用数 ５名 

 

○ 社会参加等事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ５５９ ４５５ ５５９

障がい者等の社会参加を促進するため、手話通訳者及び要約筆記者の養成、スポー

ツ・レクレーション指導員の養成に係る経費の助成を行うとともに、障がい者等の団

体のボランティア活動の支援を行った。 

    手話通訳者養成助成           １名 

    要約筆記通訳者養成           ２名 

障がい者団体ボランティア活動支援 登別回復者クラブ「ひまわりサークル」 

（会員数 17 名（平成 21 年４月末）） 

 

３ 介護給付費・訓練等給付費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ５９２，９６５ ５８８，４８８  ４９３，３５７

  障がい者等がその有する能力及び適性に応じ、自立した日常生活又は社会生活を営

むことができるよう、必要な障がい福祉サービスに係る給付、その他の支援を行った。 

  また主に、児童デイサービス、就労継続支援等の日中活動系サービスの利用者の増

により、前年より給付額が増額となった。 

  国保連支払審査手数料       907千円 

  訪問系サービス       70名分  19,334千円 

  ・居宅介護           59名   ・重度訪問看護         １名 

・短期入所（ｼｮｰﾄｽﾃｲ）    10名 

  日中活動系サービス 271名分  212,786千円 

  ・生活介護          43名   ・児童デイサービス       81名 

  ・自立訓練（機能訓練）    13名      ・自立訓練（生活訓練）       6名 

  ・就労移行支援       10名   ・就労継続支援（Ａ型）      20名 

  ・就労継続支援（Ｂ型）   64名   ・旧体系身体通所更生       5名 

  ・旧体系知的通所更生     4名   ・旧体系知的通所授産       25名 

  居宅系サービス   191名分 311,649千円 

  ・共同生活介護（ｹｱﾎｰﾑ）   39名   ・共同生活援助（ｸﾞﾙｰﾌﾟﾎｰﾑ）   33名 

    ・施設入所         21名   ・旧体系身体入所更生      11名 

  ・旧体系身体入所療護    14名   ・旧体系身体入所授産       4名 

  ・旧体系知的入所更生    53名   ・旧体系知的入所授産      12名 

  ・知的通勤寮         4名 

  特定障害者特別給付費     19,842千円 

  障害者自立支援対策推進費   23,970千円 
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４ 障害者補装具給付費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ２５，５３０ ２４，４３２ ２５，９２７

 障害者自立支援法による補装具給付等に係る費用を支給した。 

給付件数（障がい者）  131件 

給付件数（障がい児）  72件 

 

５ 自立支援医療費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ４４，０５７ ４４，０５５ ４７，８４８

  障害者自立支援法による自立支援医療（更生医療）に係る医療費を支給した。 

身体障がい者の更生医療に係る給付費数 125名 

 

６ 高額障害者福祉サービス経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ２５０ ９１ ９１

 障害者自立支援サービスに伴う利用者負担が世帯上限額を超えた場合に、利用者の

負担を軽減するため、その超えた分を支給した。 

  対象者数 ２名 

 

７ 特別障害者手当等支給経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ２７,０４７ ２６，６６２ ２７,５５６

  重度の障がいにより、日常生活において常時介護を必要とする障がい者（児）に手

当を支給し、障害により必要とされる負担の軽減を図った。 

   特別障害者手当 54名  障害児福祉手当 50名  経過的福祉手当 7名 

 

８ 障害認定審査会経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ２,１７７ １，４７２ １，５２８

障がい者の介護給付サービスにあたり、障害程度区分認定のため審査を行った。 

委員数 10名  年間開催回数 14回 

主治医意見書作成件数 116件 

 

９ 小規模通所授産施設（すずかけ作業所）運営経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ５１８ ２８７ ４９４

  通所により指導員の指導のもと作業及び生活の訓練を行った。 

通所者 6名（平成22年3月末現在） 

 

10 精神障害者社会復帰施設通所交通費助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  １９７ ９０ １２０

精神障がい者の自立と社会復帰を支援するため、通所授産施設や地域共同作業所へ

の通所に要した交通費の一部を助成した。 
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11 成年後見制度利用支援事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３ 新規 ４４４ ０ ０

判断能力が不十分な障がい者のうち、親族等による裁判所への申し立てが困難な方

の権利擁護を図るため、親族等に代わって裁判所への申し立てを行うほか、成年後見

人への報酬相当額を予算計上したが該当がなかった。 

 

12 肢体不自由児（者）父母の会補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ２００ ２００ ２００

  肢体不自由児（者）の療育と福祉の増進を図るため、療育相談や講演会等を行って

いる、肢体不自由児（者）父母の会に補助金を交付した。 

 

13 重度障害者（児）福祉タクシー関係経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ６，３５４ ５，５２９ ５，３１２

  在宅で生活する重度障がい者の生活圏拡大と経済的負担の軽減を図るため、重度障

害者を対象に福祉タクシー利用券を交付し、１人月３回（年間36回）を限度に基本料

金相当分を助成した。 

   支給人数 653名 

 

14 身体障害者自動車燃料費助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ５６６ ４８３ ４０１

  身体障がい者の自立更生と社会参加を図るため、身体障害者福祉法に基づき車椅子

を受給している障がい者等で、免税購入資格者として自動車を購入した方を対象に、

月30リットル分を限度に自動車燃料費を助成した。 

対象者数 30名 

 

15 身体障害者福祉協会補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ４６０ ４６０ ４６０

  身体障がい者の自立更生と福祉の増進を図るため、福祉啓蒙事業や社会研修事業等

を行っている、身体障害者福祉協会に対して補助金を交付した。 

 

16 視力障害者協会補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  ５０ ５０ ５０

  視力障がい者の自立更生と福祉の増進を図るため、社会研修事業や学習会等を行っ

ている、視力障害者協会に対して補助金を交付した。 

 

17 手をつなぐ育成会補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  １００ １００ １００

  知的障がい児の自立更生と福祉の増進を図るため、特殊教育の振興や社会研修事業
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等を行っている、手をつなぐ育成会に対して補助金を交付した。 

 

目３ 医療助成費 （予算説明書Ｐ７６～Ｐ７７） 

 

１ ひとり親家庭等医療費助成経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ３３，８８９ ２６，９１３ ２４，０１６

  ひとり親家庭等の母子又は父子に係る保健の向上に寄与するとともに福祉の増進を

図るため、医療費の一部を助成した。 

 

 平成21年度 

決算 

平成20年度 

決算 

平成19年度 

決算 

受診件数 9,288件 8,938件  9,752件 

月平均受給者数 1,731人 1,769人  1,654人 

医療助成費 23,867千円 21,330千円 25,861千円

１人当り医療助成費 13,788円 12,058円  15,635円 

 

２ 乳幼児等医療費助成経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ７１，１０３ ６５，００１ ６５，６０９

  乳幼児等に係る健康増進や健やかな育成を図るため、医療費の一部を助成した。 

 

  平成21年度 

決算 

平成20年度 

決算 

平成19年度 

決算 

受診件数 36,327件 37,478件  37,719件 

月平均受給者数 3,828人 2,989人  2,350人 

医療助成費 56,592千円 57,229千円 70,548千円

１人当り医療助成費 14,784円 19,147円  30,020円 

 

３ 重度心身障害者医療費助成経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  １５４，１１１ １４０，９８０ １３８，０５４

  重度心身障がい者に係る保健の向上に寄与するとともに福祉の増進を図るため、医

療費の一部を助成した。 

 

  平成21年度 

決算 

平成20年度 

決算 

平成19年度 

決算 

受診件数 22,207件 21,401件  21,843件 

月平均受給者数 1,279人 1,292人  1,299人 

医療助成費 134,280千円 131,865千円 139,585千円

１人当り医療助成費 104,988円 102,063円  107,456円 
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目４ 福祉会館費 

 

１ 鉄南ふれあいセンター整備事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － － 新規 ３，０００ ０ ０

  鉄南ふれあいセンターの老朽化に伴い、ホール及び会議室の壁クロス及び窓の補修

を行う。 

  ※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」の

対象事業として補正予算を計上し、翌年度へ繰り越しした。 

     翌年度繰越額 ３，０００千円 

 

目６ 総合福祉センター費 

 

１ 総合福祉センター整備事業費【前年度繰越事業】 

章 節 施策  繰越予算額 決算額 前年度決算額 

－ － － 新規 ２１，０７４ ２０，０５５ ０

  総合福祉センター屋上の防水表層の劣化が著しいため、屋上防水工事を行った。 

  事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 市債 一般財源 

２０，０５５ ８，７５５ １１，３００ ０ 

 

目７ 消費生活費 （予算説明書Ｐ７８～Ｐ７９） 

 

【主要データ】 

  ①消費生活相談件数の推移 

区  分 総数 価格料金 表示広告 販売方法 契約解除 接客対応 その他 

平成２1 年度 330 26 20 106 137 20 21

平成２０年度 359 21 23 130 146 8 31

平成１９年度 472 53 29 156 196 7 31

 

１ 消費者行政推進経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ４  ２８３ ２８３ ２８８

  市民の消費生活の安定を図るため、広報への折込等により消費生活への意識啓発を

行うほか、消費生活相談、物価調査、商品試買量目調査を登別消費者協会への委託に

より実施した。 

 

２ 消費生活展開催補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ４  ３００ ３００ ３００

より良い消費生活の普及と消費者の知識向上を図るため消費生活展を主催する登別

消費者協会に助成した。 
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３ 消費生活モニター関係経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ４  ２０８ １９４ ２０２

  市が委嘱する消費生活モニターが、生鮮食料品や日用雑貨などの35品目について、

月１回、価格変動や商品陳列の状況（商品供給状況）、産地表示の状況などを調査し

た。  

   モニター ８名 

 

４ 消費者協会運営助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ４  １８５ １８５ １８５

 物価の調査や監視、消費生活相談など、消費者擁護のために活動する登別消費者協

会を支援した。  

   主な事業 くらしの総合講座 8月26日開催（参加者数 27名） 

消協だよりの発行 5回 

不用品ダイヤル市の開催 等 

 

５ 消費者行政活性化事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ４ 新規 ５，５７２ ５，４７１ ０

  消費者被害を未然防止するとともに、被害者救済のための相談体制強化及び市民が

気軽に相談できる環境を整備した。 

※ 北海道消費者行政活性化事業補助金を活用し、平成21年度からの３か年事業と

して実施する。 

（平成21年度実施事業） 

・消費生活センター機能強化事業 

パソコン等事務用機器の設置や参考資料等の購入 

・相談員レベルアップ事業 

消費生活相談員養成講座の受講、地域消費者行政等支援セミナー参加等 

・食品表示・安全機能強化事業 

食品表示・安全分野に関する消費者啓発ガイドブック、食品簡易テスト

キットの購入 

 

 

第３款 民生費 項２ 高齢者福祉費 

 

【主要データ】 

  ①高齢者人口及び高齢化率の推移 
区        分 平成１７年 平成１２年 平成７年 平成２年 

人       口 ５３，１３５人 ５４，７６１人 ５６，８９２人 ５５，５７１人 

うち高齢者人口 １３，０６５人 １１，０９７人 ９，１４９人 ７，２９３人 

登 別 市 ２４．６％ ２０．３％ １６．１％ １３．１％ 

北 海 道 ２１．４％ １８．２％ １４．８％ １２．０％ 
高齢 

化率 
全    国 ２０．１％ １７．３％ １４．５％ １２．０％ 

       ※国勢調査人口 
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目１ 高齢者福祉総務費 （予算説明書Ｐ８０～Ｐ８１） 

 

１ 老人クラブ連合会補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ２  １，０００ １，０００ １，０００

 老人クラブ連合会の行う事業を推進するために、補助金を支出して支援した。 

  主な事業～・高齢者相互支援事業 ・社会奉仕活動の推進 

       ・交通安全・防災対策の推進 ・女性リーダーの育成推進 

 

２ 老人クラブ補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ２  ２,６６０ ２,３１１ ２,５５６

  市内各地区の老人クラブの行う事業を推進するために、補助金を支出して支援した。 

   主な事業～・社会奉仕活動 ・世代間交流交通安全運動 ・芸術活動 

        ・ゲートボール・パークゴルフ大会・室内ゲーム大会   

・平成21年度 39団体 2,477名補助 

 

３ 敬老会補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ２  ８，１２８ ８，０７４ ８，２１５

  登別市内に在住する72歳以上の市民（9月30日現在）を対象に、敬老行事を行った町

内会等に対しその一部として、一人当たり1,000円を補助した。 

  ・平成21年度 8,074名補助 

 

４ 老人趣味の作業所運営等経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ２  ２７６ ２４９ ２９８

高齢者の創造性を高め、老後の生きがいづくりの一環として、登別市老人趣味の作

業所（登別市幌別町7丁目4番地4）を設置し運営した。（活動期は4月から11月まで） 

  主な事業～陶芸作品の展示会の開催、各団体への指導・助言 

 

５ 老人憩の家整備委託料 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ２  ８，０００ ７，９９４ ７，８７５

  老人憩の家を適切に維持管理するため、老朽化し整備が必要な老人憩の家の町内会

等の指定管理者に委託して、老朽化した施設の補修を行った。 

   整備施設数 ８施設 

 

６ 特別養護老人ホーム増築事業資金借入元利補給金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ２  ２２，３５３ ２２，３５３ ２２，７６７

  特別養護老人ホームの増築に伴う借入金の返済金（元金・利息）の支援をした。 

主な事業 ・デイサービスセンター機能を持たせ、入浴サービス及び給食サービ

スを行う 

・特別養護老人ホーム入所定員    100人 
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・デイサービスセンター利用定員   15人/日 

・ショートスティ          12ベッド 

交付先 社会福祉法人 登別千寿会  期 間 平成10年度～平成29年度 

 

７ 地域介護・福祉空間整備等施設整備補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ２ 新規 １９，３５０ １９，３５０ ０

  消防法施行令改正に伴い、認知症高齢者グループホームにスプリンクラー設備整備

を行った介護事業者に対し、その費用の一部を補助し、費用負担の軽減を図った。 

  交付先 （医）千寿会、（医）上田病院、（医）倭会 

 

８ 老人福祉センター整備事業費【前年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ２ 新規 １７，３４７ １５，００５ ０

  老朽化の著しい老人福祉センターの屋根を改修するとともに、便所や室内の改修を

行った。 

  事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 市債 一般財源 

１５，００５ ６，６０４ ８，４００ １ 

 

目２ 高齢者保健福祉費 （予算説明書Ｐ８０～Ｐ８１） 

 

１ 外国人高齢者・障害者福祉給付金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ２  １５０ １２０ ２３０

  在日外国人高齢者で無年金者に福祉給付金を支給した。 

支給者数 １名 

 

２ 在宅高齢者保健福祉支援経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ２  １０，４１４ １０，１６５ ９,６２０

  在宅高齢者の保健福祉向上のため、支援を行った。 

（１）高齢者等緊急通報機器設置 

   在宅の一人暮らし高齢者等に、緊急通報機器を貸与して日常生活の不安解消

や人命の安全確保を行い、火災などによる被害を未然に防止した。 

   設置台数：202台、緊急通報件数：31件、緊急外通報件数：298件 

（２）電話・移送サービス 

   在宅の一人暮らし高齢者等に対し、安否確認等の電話サービスを行うととも

に、老人福祉センター利用者が乗車する送迎用バスに、介助員を添乗させる移

送サービスを提供した。 

   電話サービス：736回（延べ） 

   移送サービス：2,690人（延べ） 
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３ 社会福祉法人利用者負担軽減助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ２  １８８ ８７ ３５

  介護保険サービスの利用促進を図るため、社会福祉法人が行う介護保険サービスの

利用者負担の軽減に対して、その軽減した額の一部を助成した。 

   利用者負担軽減対象者：低所得者で特に生計が困難である者 

   助成実績：１法人 

 

４ 安心生活創造事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ２ 新規 １１，７１３ １１，２１７ ０

高齢者・障がい者の一人暮らし世帯等を対象に訪問見守り活動を実施するに当たり、

対象者やニーズ等を確認するため、事業実施区域の高齢者・障がい者世帯に対してア

ンケート調査を行い、対象者を把握した。また、その対象者宅の一部について試行的

な訪問見守り活動を実施した。 

アンケート発送数：3,315世帯（5,347名） 

回答世帯数：1,862世帯、56.1％ 

アンケートによる希望数613世帯 

対象世帯：60世帯 

試行訪問回数：24回 

 

５ 生活・介護支援サポーター養成事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ２ 新規 ３,５１０ ３,３６０ ０

生活・介護支援サポーター養成研修を開催し、一定の福祉、介護に関する知識や技

術を持った高齢者への生活・介護支援サービスを行うための、担い手を養成した。 

  研修カリキュラムは検討委員会を開催し作成。 

受講者数：27名 

開催月日：平成22年２月16日～平成22年３月８日（４日間・２１時間） 

 

目３ 医療助成費 （予算説明書Ｐ８０～Ｐ８１） 

 

１ 老人医療費助成経費（道老分） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ２  ６８１ ７ ４，４９７

  老人医療費助成事業は平成20年３月をもって終了したが、医療費については事業終

了後も一定期間の遡及請求が認められているため、遡及請求された平成20年３月診療

分までの医療費に対し助成を行った。 

 

目４ 後期高齢者医療費 （予算説明書Ｐ８０～Ｐ８３） 

 

１ 後期高齢者健康診査経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ２  ５，７９３ ５，６７３ ３,３３８

  実施義務者である北海道後期高齢者医療広域連合から委託を受け、75歳以上の後期
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高齢者の健康診査を実施した。 

   受診者数  928人 

 

２ 後期高齢者保健事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ２ ２ 新規 ４,６２５ ３,８５３ ０

  後期高齢者医療制度の健康増進補助事業として、短期人間ドック、脳ドック、水中

運動教室受講者への助成を実施した。 

   受診・受講者数   短期人間ドック   77人   脳ドック  146人 

             水中運動教室 延175人 

 

３ 後期高齢者医療療養給付費負担金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ２  ５３２，５７２ ５３２，５７２ ５１３，２０４

後期高齢者医療制度に基づき、保険者である北海道後期高齢者医療広域連合に対し、

当市被保険者分療養給付費を負担した。 

 

 

第３款 民生費 項３ 児童福祉費 

 

【主要データ】 

① 出生数及び児童数の推移 

区  分 平成21年度 平成20年度 平成19年度 

人   口 52,199人 52,572人 52,905人 

出 生 数 326人 342人 357人 

児童数(18歳未満) 7,626人 7,705人 7,802人 

各年度3月31日現在 

 

目１ 児童福祉総務費 （予算説明書Ｐ８４～Ｐ８５） 

 

１ 子育て支援センター運営経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ６０４ ３６８ １，０４４

  育児に不安などを感じている保護者に、育児相談や子育て講座を開催し、保護者の

不安解消を図るとともに、子育て週間の啓発、子育て情報誌の発行、移動子育て広場

を開催するなど、子育て家庭を支援した。  

主な事業 

子育て講座・センター開放事業の充実 

育児サークルの育成・支援 

地域巡回子育て広場の開催 

父親開放日「おとうさんと遊ぼう」の開催 等 

 

２ 登別子育て支援センター運営管理委託料 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １ 新規 ７，８７３ ７，８６０ ０
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  登別保育所内に設置されている登別子育て支援センターの運営管理について、同保

育所と一体的な運営を行うため、同保育所の受託法人に委託した。 

委託期間：平成２１年度～平成２６年度 

 

３ 仕事と家庭両立支援（ファミリーサポートセンター）事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ７，０１０ ７，０１０ ７，０１４

  仕事と育児の両立のため、子どもの預かり相互援助組織である登別ファミリーサポ

ートセンターを拠点とし、相互援助活動の連絡・調整を行った。 

  業務は登別市社会福祉協議会に委託 

   平成21年度 平成20年度 平成19年度 

利用件数 2,116件 2,072件 2,674件 

会員数 692人 638人 599人 

 

４ 産後子育てママ派遣事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ２４４ ８４ ３０

  出産後間もない母親の育児や家事の負担を軽減するため、家事援助ヘルパーを派遣

した。 

 平成21年度 平成20年度 平成19年度 

利用件数 2件 1件 1件 

派遣延べ日数 20日 7日 3日 

 

５ 家庭児童相談室・母子自立支援員経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ３８ ２７ １０

 家庭児童相談室に相談員を配置し、母子家庭や寡婦に自立のための助言や情報提供

を行なった。 

 平成21年度 平成20年度 平成19年度 

母子家庭相談件数 19件 18件 26件 

母子自立支援相談件数 301件 337件 385件 

 

６ 児童入所施設措置費（助産施設分） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ３８０ ０ ０

  保健上必要があるにもかかわらず、経済的理由から入院助産を受けられない妊産婦

を入院措置する。 

   ※平成21年度は対象者無し 

 

７ こどもショートステイ経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ３８４ ０ ６１

保護者が疾病等により児童の養育が一時的に困難になった際、児童養護施設で児童

を養育する。 

 ※平成21年度は対象者無し 



 55

８ 災害遺児手当支給経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ７２０ ６００ ８４０

自然災害、交通事故により父母又は父母のいずれかが死亡若しくは重度の障害とな

った子ども(遺児)を養育する保護者に手当を支給した。  

   遺児一人につき月額10,000円(中学修了迄) 

 平成21年度 平成20年度 平成19年度 

対象遺児数 5名 7名 5名 

 

９ 児童手当支給経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ３３１，６１６ ３２９，０１７ ３３４，８０５

  次代の社会を担う子どもの健全な育成とその家庭生活の安定のため、小学校修了前

の子どもを療育している父母などに手当を支給した。 

 （１）児童手当  ３２８，９４０千円（決算額） 

     （支給額内訳） 

区     分 延対象児童数 支給額 

被用者第１・２子 7,156 人 71,560 千円 

被用者第３子 1,272 人 12,720 千円 

非被用者第１・２子 1,996 人 19,960 千円 

非被用者第３子 468 人 4,680 千円 

特例給付第１・２子 95 人 950 千円 

特例給付第３子 1 人 10 千円 

小学校修了前被用者第１・２子 27,136 人 135,680 千円 

小学校修了前被用者第３子 3,084 人 30,840 千円 

小学校修了前非被用者第１・２子 7,658 人 38,290 千円 

小学校修了前非被用者第３子 1,425 人 14,250 千円 

合   計 50,291 人 328,940 千円 

     ※支給月額 3歳未満 ～ 10,000円（一律） 

           3歳以上 ～  5,000円（第1・2子） 10,000円（第3子） 

（２）支給事務費  ７７千円（決算額） 

 

10 児童扶養手当及び特別児童扶養手当関係経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ２９４，２４１ ２９２，６３１ ２９８，６４５

  父親のいない子どもを養育する母子家庭の生活の安定と自立を促進するため手当を

支給した。 

（１）児童扶養手当 ２９２，２００千円 

区     分 H21 年度 H20 年度 H19 年度 

受給者数 642 人 654 人 666 人 

  全部支給 355 人 370 人 397 人 

  一部支給 220 人 208 人 202 人 

  全部停止 67 人 76 人 67 人 
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対   象   児   童   数 864 人 877 人 918 人 

      

支給月額 全部支給 一部支給（所得による） 

児童１人のとき 41,720 円 41,710 円～ 9,850 円 

児童２人のとき 46,720 円 46,710 円～14,850 円 

児童３人以上のとき ３人目から児童１人増すごとに 3,000 円追加 

（２）特別児童扶養手当認定医報酬 ３３０千円（決算額） 

     実績件数  66件 

（３）支給事務経費 １０１千円（決算額） 

 

11 次世代育成支援行動計画策定経費  

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ － 新規 ２００ １９９ ０

次代を担う子どもを育成する家庭への支援策をまとめた次世代育成支援行動計画の

後期計画（Ｈ22～Ｈ26）を策定した。 

 

12 母子家庭自立支援給付事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ４  １００ ３２ ８４０

○自立支援教育訓練給付金   32千円 

  母子家庭の自立を支援するため、職業教育訓練費用の2割を訓練終了後支給した。 

 ○高等技能訓練促進給付金      0千円 

   母子家庭の母親が就職に有利となる技能訓練を受ける際、訓練期間中の生活を安

定させるため給付金を支給する。 

   ※平成21年度は対象者無し 

 

13 子ども手当支給準備経費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １ 新規 ４，９３４ ０ ０

  平成22年度に創設される「子ども手当」の円滑な支給のため、手当給付用システム 

を構築する。 

  ※補正予算に計上したが、年度内に事業が終了しないため、翌年度に繰り越しした。 

    翌年度繰越額 ４，９３４千円 

 

目２ 保育所費 （予算説明書Ｐ８４～Ｐ８７） 

 

１ 特別保育科目実施経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ８８５ ８３９ １，１９９

 ① あそびの広場 234千円 

   地域の乳幼児を持つ保護者等を対象に子どもとの関わりや遊び方を指導し、育児

不安の解消を図るとともに、親子のふれあいや親同士の交流を深めた。 

開催回数 中央子育て支援センター８コース（１コース５回） 

         実施内容 親と子のあそび、手あそび、運動あそび、砂あそび、 

シャボン玉あそび等 



 57

② 交流事業   605千円 

保育所入所児童が、人々との交流を学ぶため、高齢者や異年齢児との交流を行っ

た。 

実施保育所  富士・鷲別・栄町保育所（高齢者及び小学校との交流） 

           幌別東保育所（異年齢及び高齢者との交流） 

    主な事業内容 ミニ運動会、伝承あそび、ゲーム大会、老人福祉施設訪問等 

  

２ 保育所広域入所委託料 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  １，６６８ １，４６６ ９６６

  勤務地の関係から、他市町村の保育所へ入所を希望する保護者の利便性を図るため、

他市町村の保育所で児童の保育を行った。  

平成21年度委託児童数  2名 

 

３ 普通保育所運営管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ６０，８９４ ５９，８０２ ５８，４８２

共働きや病人の介護などにより家庭における児童の保育が困難な世帯に、安心して

子どもを生み育てることのできる環境と、充実した保育サービスを提供した。  

  平成22年3月1日現在入所児童数 408名（登別保育所を除く） 

富士保育所 108名    鷲別保育所  114名 

栄町保育所  97名    幌別東保育所  89名 

 

４ 登別保育所運営管理業務委託料 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ７２，２０１ ７１，０５０ ５９，２１１

  登別地区幼保一元化事業を推進するため、登別保育所の運営を「学校法人登別立正

学園」に委託した。 

○ 一時保育委託料 2,700千円 

  保護者が、疾病や事故、災害などで一時的に家庭での保育ができないときに、

児童を登別保育所で保育する。 

 

５ 障害児保育実施経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  １６５ １ ５３

  心身に障がいのある児童や発達発育に心配のある児童を受け入れ、児童の健全な成

長発達を促すため全保育所で実施した。 

  平成21年度実績 8名 

 

６ 延長保育実施経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ６１６ ３７４ ５４４

  保護者の勤務地や勤務時間などの都合による保育時間の延長ニーズに対応するため、

全保育所で延長保育を実施した。 

  平成21年度実績 利用実人数    211名 
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          利用延べ日数  3,224日 

 

７ 休日保育実施経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ２２９ １１９ １６０

  保育所に入所している児童の保護者が、日曜日・祝祭日の勤務により家庭での保育

が困難となったときに、その児童を富士保育所で保育した。 

  平成21年度実績 利用人数     20名 

          利用延べ日数   207日 

 

目３ のぞみ園費 （予算説明書Ｐ８６～Ｐ８７） 

 

１ のぞみ園運営管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３  １，５６３ １，１８１ ２,００５

 障害者自立支援法に基づく児童デイサービスセンター事業、並びに発達障がい児に

関する相談、助言等を行う子ども発達支援センター事業を実施するのぞみ園の運営管

理に要する経費 

 （のぞみ園実施事業） 

・ 児童デイサービスセンター事業 

利用数  77名（H22.3末） 

・ 子ども発達支援センター事業 

 

２ のぞみ園療育指導室整備事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３ 新規 ４,７４３ ４,７４３ ０

  児童デイサービスセンターのぞみ園については、近年、個別指導や小集団指導の通

園児が増加傾向にあり、個別指導・訓練に使用する部屋に不足が生じているため、現

在使用していない温浴室を改修し、新たに個別指導・訓練に使用できる２部屋を整備

した。 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

４，７４３ ４，７４２ １

 

３ 児童デイサービスセンター療育機能強化事業費（緊急雇用創出事業） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３ 新規 ２,２８０ ２,０４６ ０

  児童デイサービスセンターのぞみ園に通所している障がいのある児童に対し、基本

動作の指導や集団生活への適応訓練など療育業務を行った。 

   雇用人数  臨時職員 ２名 

   雇用日数  延２２１日 

事業期間  平成21年10月２日～平成22年３月31日 
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事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 道支出金 一般財源 

２，０４６ ２，０４６ ０

 

目４ 児童館費 （予算説明書Ｐ８６～Ｐ８７） 

 

１ 児童館・児童センター運営管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ９，０６６ ８，４２９ ８，５５８

  児童に健全な遊びを与え、その健康を増進し、情操を豊かにすることを目的として

設置している児童館を運営し、児童の健全育成を図った。  

  児童館8施設、児童センター1施設、児童室2施設 

 平成21年度 平成20年度 平成19年度 

利用者数 58,061人 61,926人 62,420人 

 

２ （仮称）青葉児童館新設事業費【前年度繰越事業】 

章 節 施策  繰越予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ３８，５２２ ３７，０６７ ０

市内小学校区で唯一児童館がなかった青葉小学校区に児童館を建設した。 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 市債 一般財源 

３７，０６７ １４，６２２ ２２，４００ ４５ 

 

目５ 放課後児童育成費 （予算説明書Ｐ８６～Ｐ８９） 

 

１ 放課後児童クラブ運営経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  ３，６８０ ３，２８０ ３，２６６

  保護者が日中不在の小学校低学年児童を対象に、適切な生活の場として設置してい

る児童クラブを運営し、児童の健全な育成を図った。 

  児童クラブ6施設  

 平成21年度 平成20年度 平成19年度 

入所者数 166人 150人 145人 

各年度3月31日現在 

 

目６ 子育て応援特別手当費 

 

１ 子育て応援特別手当支給経費【前年度繰越事業】 

章 節 施策  繰越予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １ 新規 ２６，９４８ ２１，３１１ ０

  多子世帯の幼児教育の負担に対する配慮として、第2子以降の児童について「子育て

応援特別手当」を支給し子育て家庭を支援した。 
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   手当の額 1人 36,000円  支給児童数 615人（うち平成20年度支給50人） 

 

目７ 子育て応援特別手当費（平成２１年度版） 

 

１ 子育て応援特別手当支給経費（平成２１年度版） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １ 新規 ０ ０ ０

前年度に実施した子育て応援特別手当を再度拡大実施することとなり、小学校就学

前3年間の子ども1人につき36,000円を支給する予定であったが、国が予算の執行を停

止したため取り止めとなった。 
 

 

第３款 民生費 項４ 生活保護費 

 

目１ 生活保護総務費 

 

１ 生活保護適正実施推進事業経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ４ 新規 ２４，４６８ ２２，３１１ ３，４９０

  生活保護の適正な運営を確保するため、扶養義務者の調査、職員の資質向上のため

の研修への参加、システム機器の更新などを実施した。 

 

２ 生活保護扶助費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ４  １，９０９，６４８ １，８３１，８６９ １，６２９，９８７

  生活困窮者に対し、最低限度の生活を保障するとともにその自立を助長することを

目的として保護費を支給した。 

 

（１）生活保護相談件数及び申請受理件数 
  区   分 相談件数 申請件数 却下件数 取下件数 

平成２１年度 ２３８ １０４ １ ２ 

平成２０年度 １５２ ６２ ０ 1 

平成１９年度 １５７ ５８ 1 1 

 

（２）開始世帯状況 
世帯類型 開始理由 

区分 総数 高

齢 

母

子 

傷

病

・ 

障

害

そ

の

他

世

帯

主

の

傷

病

世

帯

員

の

傷

病 

死

別 

・ 

離

別 

収

入

の

減

そ

の

他

平成２１年度 １０１ ２５ １９ ３５ 22 ３８ 0 ３ １８ ４２

平成２０年度 ６１ １２ １１ ３２ ６ ３５ ２ １ ４ １９

平成１９年度 ５６ １５ ６ ３０ ５ ３０ ０ ７ ２ １７
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（３）廃止世帯状況 
世帯類型 廃止理由 

区分 
総

数
高

齢 

母

子 

傷

病

・ 

障

害

そ

の

他

傷

病

治

癒

死

亡 

・ 

失

踪 

就

労

収

入

増 

不

就

労

収

入

増 

そ

の

他 

平成２１年度 ６４ ３３ ６ １７ ８ ０ ２９ ５ ７ ２３

平成２０年度 ５１ １６ ８ ２０ ７ ０ ２１ ８ ３ １９

平成１９年度 ５３ ２３ ６ ２０ ４ ０ ２６ ４ ７ １６

 

 （４）世帯数及び人員  
区分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 H21－H20 H20－H19 

被保護世帯数 ７，７１１ ７，４２２ ７，３６１ 289 61

被保護人員 １０，７４９ １０，３３５ １０，４３２ 414 △ 97

○被保護世帯数  月別保護世帯数の合計 

   ○被保護人員   月別保護人員の合計 

 

（５）保護率 
区   分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 平成１８年度 平成１７年度

登 別 市 １８．１ １６．４ １６．３ １６．４ １７．７ 

全    道   ２６．２ ２５．１ ２４．５ １９．６ 

全    国   １３．０ １２．３ １２．０ １１．８ 

○保護率の説明   保護人員÷年度末人口＝0/00（パーミル） 

             人口１，０００人に対しての割合 

 

（６）扶助別延人員 
区分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 H21-H20 H20-H19

生活扶助 9,223 ８，７４５ ８，７９４ 478 △４９

住宅扶助 8,554 ８，２１０ ８，３２８ 344 △１１８

教育扶助 783 ７３３ ８２９ 50 △９６

介護扶助 789 ７７４ ６９４ 15 ８０

医療扶助 8,916 ８，４８６ ８，６９６ 430 △２１０

生業扶助 340 ２６８ ２６３ 72 ５

出産扶助 1 ０ ０ 1 ０

葬祭扶助 22 １４ １５ 8 △１

施設事務費 12 １２ １２ 0 ０

冬季薪炭費 2,086 ２，４３３ ２，３７７ △３４７ ５６

計 30,726 ２９，６７５ ３０，００８ 1,051 △３３３

  ※ 冬期薪炭費は延べ世帯数 

 

（７）扶助別決算額                      （単位：千円） 
区分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 H21-H20 H20-H19 

生活扶助 504,123 484,765 497,343 19,358 △12,578

住宅扶助 134,620 126,101 124,010 8,519 2,091

教育扶助 8,605 5,881 6,252 2,724 △ 371

介護扶助 9,529 17,956 12,567 △ 8,427 5,389

医療扶助 1,162,052 984,254 1,068,866 177,798 △84,612

生業扶助 7,313 6,530 6,471 783 59

出産扶助 200 0 0 200 0

葬祭扶助 3,300 2,334 2,512 966 △178
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施設事務費 1,823 1,882 1,835 △ 59 47

冬季薪炭費 304 284 277 20 7

計 1,831,869 1,629,987 1,720,133 201,882 △90,146

   

 

第３款 民生費 項５ 交通安全費 

 

【主要データ】 

 

  ①交通事故数及び被害者数の推移 

 

区   分 平成２１年 平成２０年 平成１９年 平成１８年 平成１７年 

交通事故数 196 件 201 件 215 件 238 件 221 件

死亡者数 4 人 7 人 3 人 4 人 1 人

傷害者数 246 人 247 人 287 人 319 人 282 人

 

目１ 交通安全総務費 （予算説明書Ｐ９２～Ｐ９３） 

 

１ 交通安全推進経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ３  １，８３２ １，４７７ １，３２２

  幼稚園や学校、老人クラブなどで交通安全教室を行うとともに、交通安全啓発運動

を通じて市民の交通安全意識の高揚を図り、交通事故防止に努めた。  

   交通安全啓発運動の推進 

交通安全教育の推進 

交通安全啓発看板、旗等の設置及び維持管理等 

  交通安全指導委員報酬（４３名） ２３７千円 

 

２ 交通安全協会交付金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ３  ４,３００ ４,３００ ４,３００

交通安全思想の普及や高揚を図るため、指導教育活動や広報活動などの活動を行う

交通安全協会を支援した。  

交通安全市民運動の推進、交通安全教育広報活動の推進 

主要通学路等における交通安全指導員の立哨指導 

高齢者に対する交通安全思想の普及 

 

３ 交通傷害保険料 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ３  ２，４００ １，３８８ １，６２１

  少額な保険料で、交通事故により傷害を受けた市民を救済するための保障制度。 

交通安全意識の高揚、市民交通傷害保険の加入促進を図った。 
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目２ 交通安全施設費 （予算説明書Ｐ９２～Ｐ９３） 

 

１ カーブミラー設置費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ３  ８００ ７６９ ０

 見通しの悪い交差点等にカーブミラーを設置し、交通事故の防止を図った。  

   設置箇所数 ３箇所 

 

２ 照明灯設置事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ３  ５００ ３７０ ３９９

交差点などの交通安全対策のため、幹線道路や通学路などに照明灯を設置した。  

   電柱共架照明灯（110Ｗ）２基   設置場所 新川町、登別港町 

 

 

第３款 民生費 項６ 災害救助費 

 

目１ 災害救助費 （予算説明書Ｐ９４～Ｐ９５） 

 

１ 災害見舞金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ４  ５１０ ０ ７０

 市民が火災や自然災害により被害を受けたとき被害状況に応じて災害見舞金を支給 

する 

  ※平成２１年度の支給対象者無し 

 

 

第４款 衛生費 項１ 保健衛生費 

 

目１ 保健衛生総務費 （予算説明書Ｐ９６～Ｐ９７） 

 

１ 家族ＤＥ食育 健康のぼりべつ（明日のまちづくり事業費） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ２ １ 新規 １,８４０ １,５７９ ０

  子育て世代を対象に食生活の改善を図り、明日を担う子ども達の健全な成長を促す 

ことを目的に、食育フェスタの開催や普及啓蒙事業を実施した。 

  家族で楽しい食育フェスタ   参加者数 ９０名 

  おやこクッキング教室     参加者数 ２８名 

 

２ 北海道難病連運営事業助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ２ １  ５４ ５４ ５４

難病問題の社会的啓蒙と難病についての正しい知識の普及啓発を行うことにより、

難病患者とその家族の社会的自立活動を促進し、福祉の増進を図ることを目的に活動

している財団法人北海道難病連に対し補助した。 
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３ 母と子の健康づくり事業費       

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ２ ２  ３１,７８７ ２７，２４１ １３，４６５

○ 母子栄養管理      １９千円 

８か月児などを対象に育児相談、栄養相談を実施した。  

   （対象）生後８か月の乳児 １２回 

区 分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

対象者 ３６７人 ３４９人 ３７９人 

受診者 ３３５人 ３１６人 ３５４人 

受診率 ９１.３% ９０.５% ９３.４% 

○ 妊婦健康診査  ２３，４６４千円 

妊娠期の健康診査費用の助成と健康管理のための保健指導を実施した。 

妊婦一般健康診査１４回  

    ※平成21年度から、妊婦一般健康診査について検査回数を１４回に拡大し（平成

20年度：５回）、道外での受診者についても助成を受けられるよう改正した。 

区 分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

妊婦一般健康診査 ４，１１６件 １，７０７件 ３５９件 

超音波検査 １，４２２件 ４１０件 ４４件 

○ すこやかマタニティ教室 ２７千円 

親になる準備の支援や子育て支援を実施した。 

   （対象）妊婦とその家族  １回15組  年３回 

        参加者数  妊婦 ４７人 父親 ３３人 

○ 母子訪問指導       ５千円 

保健師等が、乳幼児のいる家庭を訪問し保健指導を実施した。 

   （対象） 妊産婦 乳児 新生児の全家庭を訪問。 

区 分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

新生児 ２４６人 １０３人 １４６人 

乳 児 １７２人 ２３７人 １２３人 

幼 児  ７１人  ５６人  ５４人 

妊産婦 ３５５人 ３２８人 ２５６人 

○ 乳幼児健康診査 

４か月児健康診査     ４８５千円 

１歳６か月児健康診査 １，０４０千円 

３歳児健康診査      ９９１千円 

乳幼児の健康管理と育児支援のため、乳幼児健康診査を実施した。  

（対象） 

①４か月児   １２回/年 

区 分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

対象者 ３５４人 ３４０人 ３８７人 

受診者 ３４４人 ３２７人 ３７３人 

受診率 ９７.２% ９６.２% ９６.４% 

 ②１歳６か月児 １２回/年 

区 分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

対象者 ３４８人 ３９９人 ３８４人 

受診者 ３１４人 ３９７人 ３４８人 

受診率 ９０.２% ９９.５% ９０.６% 
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③３歳児   １２回/年   

区 分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

対象者 ４０７人 ３８４人 ３８６人 

受診者 ３８４人 ３５０人 ３５３人 

受診率 ９４.３% ９１.１% ９１.５% 

○ 幼児歯科保健対策 １，２１０千円 

フッ素塗布やむし歯予防等の健康教室を実施。  

    ①フッ素塗布  １歳６か月児～４歳未満児の希望児に対し、塗布を実施した。 

平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

７０４人 ６９７人 ６８５人 

    ②フッ素洗口  市保育所の４歳児・５歳児の希望児に対し、週５日実施した。 

平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

２０４人 ２０５人 ２２４人 

    ③むし歯予防教室 １歳～１歳６か月児を対象に親子で参加してもらい、むし

歯予防のための講話、歯の磨き方等指導を実施した。 

平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

２８組 ４４組 ３３組 

   

４ 地域医療対策等経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ２ ３  １，１８１ １，１８１ １，１８１

○ 歯科救急医療啓発事業委託料 481 千円 

市内の歯科医療機関において、年末年始、日曜日等における歯科救急患者の診

療を、室蘭歯科医師会と連携しながら確保した。 

委託先：室蘭歯科医師会 

区  分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

利用者数 ６５人   ７１人   ７３人 

○ 北海道総合在宅ケア事業団会費 700 千円 

在宅ケアサービスの向上を図るため、保健医療、福祉との連携を担う中枢機関

として設置されている訪問看護ステーションへの負担金 

 

５ 救急医療対策事業負担金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ２ ３  １２，２６４ １１，８０９ １１，８１２

○ 広域救急医療対策事業負担金 ８，１７２千円 

室蘭・登別市内の５医療機関及び西胆振医療圏の２医療機関において、休日・

夜間における一次及び二次救急患者の診療を、室蘭市医師会及び胆振西部医師会

と連携しながら確保した。     

（対応病院） 

  市立室蘭総合病院、日鋼記念病院、新日鐵室蘭総合病院、登別厚生年金病院、 

  大川原脳神経外科病院、伊達赤十字病院、洞爺協会病院  

○ 救急医療啓発普及事業負担金 １，４４９千円 

室蘭・登別市内の５医療機関において、休日・夜間における外来患者の診療を、

室蘭市医師会と連携しながら確保した。 

（対応病院） 

  市立室蘭総合病院、日鋼記念病院、新日鐵室蘭総合病院、登別厚生年金病院、 
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  大川原脳神経外科病院 

○ 小児救急医療支援事業負担金 ２，１８８千円 

室蘭市内の２医療機関において、休日・夜間における小児重症救急患者の診療

を、室蘭市医師会と連携しながら確保した。  

   （対応病院） 

  市立室蘭総合病院、日鋼記念病院 

 

６ 市立室蘭看護専門学院整備費負担金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ２ ３ 新規 １，６７１ １，３９６ ０

市立室蘭看護専門学院の移転及び定員拡大に伴う施設改修費等の一部を負担した。 

  負担額総額 ４，０３３千円   

うち平成 21 年度 １，３９６千円 

     平成 22 年度～平成 36 年度の支払予定額 ２，３６２千円 

 

目２ 予防費 （予算説明書Ｐ９６～Ｐ９７） 

 

１ 健康づくり推進協議会経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ２ １  ９９ ３５ ２８

市民の健康づくり推進のため、登別市健康づくり推進協議会が健康増進法及び母子

保健法に基づいた実施計画策定や実施運営を協議した。 

開催状況 １回  出席委員数 １０名 

 

２ エキノコックス症対策経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ２ ２  ６４ ４４ ５２

エキノコックス症の予防と患者の早期発見・治療のため血清検査を実施するととも

に啓発看板を設置した。 

  

 

 

 

３ 予防接種経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ２ ２  ６８，１０３ ６０，２６３ ６４，２６５

予防接種による免疫効果や安全性等の情報を提供するとともに予防接種の勧奨に努

め接種率の向上を図った。 

（１）予防接種経費 

      伝染のおそれがある疾病の発生やまん延を防止するために予防接種を行い、

公衆衛生の向上に努めた。 

    （予防接種実施状況） 

集団 個別 合計 
区分 

回数 接種者数 接種者数  

ポリオ 16 663  663 

区    分 平成21年度 平成 20 年度 平成 19 年度 

血清検査者数   18 人   10 人   7 人 
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ＢＣＧ 338 338 

ＤＰＴ三種混合 1,410 1,410 

ＤＴ二種混合 337 337 

麻しん風しん（１期・２期） 773 773 

麻しん風しん（３期・４期） 737 737 

計 16 663 3,595 4,258 

※ 麻しん風しん（３期・４期）は平成２０年度から平成２４年度までの措置 

（２）季節性インフルエンザ予防接種経費（高齢者） 

高齢者（原則６５歳以上）を対象にインフルエンザ予防接種を実施し、罹

患防止に努めた。 

接種者数 
対象者数 

60～64歳 65歳以上 
合計 接種率

14,463人 23人  7,692人 7,715人 53.3％

      

インフルエンザ接種者数の内訳 

種別   国保 後期 生保 非課税 一般 合計 

接種者数 2,879人 4,229人 178人 7人 422人 7,715人 

 

４ 野犬掃討・畜犬登録等経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ １ １  ８，９９８ ８，４３４ ８，１６６

狂犬病予防法に基づき畜犬の登録、狂犬病予防注射の接種の推進を図るとともに、

犬による人や家畜などへの危害を防止するため、野犬掃討を行った。また、蜂による

刺傷事故防止やカラスの繁殖期における威かく被害防止のため蜂やカラスの巣の除去

を行った。 

 苦情処理件数     ２４件    野犬捕獲頭数    ２７頭 

 小動物死骸処理件数  ７１件    畜犬登録頭数 ２，８１４頭 

 カラスの巣の除去   ４０件    蜂の巣の除去    ９６件 

 

５ 新型インフルエンザ対策経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ２ ２ 新規 １，６０１ １，５９３ ０

  新型インフルエンザ発生に備えた対策として、公共施設に予防対策用の消毒液を備 

えた。 

 

６ 新型インフルエンザ予防対策事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ２ ２ 新規 ３，７３５ ３，７３５ ０

  新型インフルエンザ発生に備えた対策として、予防対策にかかる用具を備蓄し感染 

予防に努めた。 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 道支出金 一般財源 

３，７３５ ３，７３４ １
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新型インフルエンザ予防対策用用具内訳 

（新型インフルエンザ対策経費、新型インフルエンザ予防対策事業費合算） 

 

７ 新型インフルエンザ予防接種助成経費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ２ ２ 新規 ６０，８７３ ２，３４０ ０

  新型インフルエンザワクチンを接種することにより免疫をつけ、死亡者や重症者の 

発生をできる限り減らすことを目的とし、市民税非課税世帯と生活保護受給世帯に対 

して実費相当額を助成した。 

 ※ 当初、優先対象者を対象に予算措置を行ったが、新たに健康成人に対するワク

チン接種が始まり、平成22年度以降も継続する予定であるため事業費の一部を翌

年度に繰り越しした。 

    翌年度繰越額 ５６，８６８千円 

 

（１）新型インフルエンザ予防接種接種者助成（医療機関分） 

  区分 件数 助成額 

生活保護世帯 １回目（3,600 円） 109 件 392,400 円 

生活保護世帯 ２回目（2,550 円） 10 件 25,500 円 

市民税非課税世帯 １回目（3,600 円） 462 件 1,663,200 円 

市民税非課税世帯 ２回目（2,550 円） 53 件 135,150 円 

        計 634 件 2,216,250 円 

   

（２）新型インフルエンザ予防接種接種者助成（償還払い分） 

    区分 件数 助成額 

生活保護世帯 １回目（3,600 円） 0 件 0 円

生活保護世帯 ２回目（2,550 円） 0 件 0 円

市民税非課税世帯 １回目（3,600 円） 32 件 115,200 円

市民税非課税世帯 ２回目（2,550 円） 3件 7,650 円

        計 35 件 122,850 円

 

目３ 保健事業費 （予算説明書Ｐ９６～Ｐ９９） 

 

１ 健康増進事業費 

    最終予算額 決算額 前年度決算額 

    ４０,７７０ ４０，０３２ ２６,８８１

 

 ○ 健康づくり事業   ４８６千円（決算額） 

章 節 施策     

１ ２ ２   

市民の健康づくりを目的に生活習慣病等の知識・普及を図った。 

消毒液 補充液 感染防護ｷｯﾄ 感染防護ﾏｽｸ 感染防護ｸﾞﾛｰﾌﾞ 

(500ml) (17ℓ・20ℓ) (セット) （枚） （組） 

入庫総計 200 328 245 12,450 3,500

出庫総計 168 108 245 12,450 3,500

在庫数 32 220 0 0 0
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健康教室・健康相談・訪問指導の実施、健康手帳の配布 

区 分 実施回数 実施数 

健康教育 ３５回 ９０５人 

健康相談 １０回 １４４人 

健康手帳配布  ４８７人 

訪問指導 ８回   ８人 

 

○ 健康診査事業 ３９，５４６千円（決算額） 

章 節 施策     

１ ２ ２   

疾病の早期発見・早期治療により、市民の健康の保持増進を図った。 

がん検診  胃がん検診・大腸がん検診・肺がん検診・乳がん検診(40 歳以上） 

子宮頸がん検診（20 歳以上）、前立腺がん検診（50 歳以上） 

健康診査    40 歳以上の生活保護受給者 

    歯周疾患検診 年度内に満 40 歳、50 歳、60 歳、70 歳になる方で、歯科通院中

でない方 

区 分 平成２１年度 平成２０年度

胃がん検診 ９１８人 ８１３人

大腸がん検診 １,６０５人 １,１７３人

肺がん検診 ２,９７３人 ２,０３７人

乳がん検診 １,１０３人 ６０４人

子宮頸がん検診 １,２３１人 ８８５人

前立腺がん検診 １,０３８人 ６７２人

健康診査 １人 ９人

歯周疾患健診 １人 1 人
 

２ 女性の健康づくり推進事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ２ ２  ６８７ ４４３ ５６０

健診機会の少ない女性を対象に、健康に関心をもち健康の保持増進を図るとともに

生活習慣病を予防することを目的に健康診査を実施した。  

対象  19 歳～39 歳の女性  

平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度

８０人 ９９人 ８１人 

 

目４ 環境衛生費 （予算説明書Ｐ９８～Ｐ９９） 

 

１ 葬斎場運営管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ２ １  １５，６４７ １４，８０５ １４，７８０

葬斎場の維持管理及び周辺整備に要する経費 

 

２ 墓地管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ２ １  ５，８３４ ５，５０４ ５，５１４
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墓地の維持管理及び周辺整備に要する経費 

 

３ 墓地施設整備事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ２ １  １０，０００ ４，２８４ １，４８１

 ＜整備内容＞ 
・富浦墓地敷地内道路の改良舗装工事 
・土盛り撤去工事（旧火葬場駐車場及び富浦墓地の境界にある土盛りの一部を撤去

し、車両及び墓参者通路を整備することで、旧火葬場駐車場を墓地駐車場として

開放する） 
・法面改修工事（芝生の枯れや土の流れにより、景観が損なわれている法面に階段

を設置する） 
   ※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」

の対象事業として補正予算を計上し、翌年度へ繰り越しした。 

      翌年度繰越額 ５，５００千円 

 

４ 墓地管理システム更新事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ２ １ 新規 ２，３６８ ２，３６８ ０

  事務の効率化を図るため、現在の墓地管理システムのリース期間が終了するのにあ

わせ、新たな機能を有する新システムに更新した。 

 

５ 葬斎場整備事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ２ １ 新規 ８００ ０ ０

葬斎場玄関前ゴムタイルが剥離していることから改修を行う。 
   ※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」

の対象事業として補正予算を計上し、翌年度へ繰り越しした。 

      翌年度繰越額 ８００千円 

 

目５ 公害対策費 （予算説明書Ｐ９８～Ｐ９９） 

 

【主要データ】 

① 公害苦情発生件数の推移 

 

区 分 総数 大気汚染 水質汚濁 騒音 振動 悪臭 土壌汚染

H21 年度 3 1 2   

H20 年度 5 3 1  1 

H19 年度 9 5 2  1 1

 

１ 公害対策経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ １ １  １，５８５ １，５３７ １，４５６

 美しい自然を守り、住みよい環境をつくるために交通量・騒音調査や河川の水質測

定調査、大気中のダイオキシン類の測定調査などを行った。  

国道 36 号線沿道自動車交通量・騒音調査（２箇所） 
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河川水質測定調査 

登別川（年４回）、鷲別川外８河川（年２回）、サト岡志別川（年３回） 

有害大気汚染物質調査事業（年２回、幌別中学校グランドで実施） 

 

 

第４款 衛生費 項２ 清掃費 

 

目１ 清掃総務費 （予算説明書Ｐ１００～Ｐ１０１） 

 

１ 衛生団体連合会運営事業助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ １ ２  ５００ ５００ ５００

公衆衛生の向上と良好な生活環境の保全のために、地区衛生組織の実践活動を促し、

清潔で美しいまちづくりを進めるとともに、ごみの減量とリサイクルの普及や啓発活

動、クリーンリーダー育成事業を行う同連合会の運営に対して補助を行った。 

   

  事業内容 

   クリーン作戦の実施 

    平成 21 年 4 月 19 日（春のクリーン作戦）  不燃ごみ 4,650kg 

    平成 21 年 6 月 21 日（環境デークリーン作戦）不燃ごみ 1,020kg 

    平成 21 年 10 月 18 日（秋のクリーン作戦）  不燃ごみ 1,230kg 

   研修事業の実施    クリーンリーダー研修 

   衛団連だよりの発行  衛団連の事業実施内容等を掲載し、町内会で回覧 

   表彰事業の実施    衛団連事業の遂行に貢献し、特にその功績が優れている

個人 16 人を表彰 

   各種関連事業への参加～登別消費生活展、リサイクルまつりへの参加 

  

２ 資源回収団体奨励金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ １ ２  ４，７３０ ４，７３０ ５，４２１

 新聞紙や金属類、びんなどの再商品化や再利用が可能な資源の回収を行う町内会や

子ども会などの登録団体に奨励金を支給し、ごみの減量化と資源の有効利用を図り、

循環型社会の形成に努めた。 

 

区 分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

実施団体数 ８５団体 ８６団体 ８１団体 

回 収 量 1,577ｔ 1,807ｔ 1,801ｔ 

 

３ ごみ減量化推進等経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ １ ２  ３６，１０６ ３５，４９５ ３３，４４６

○ ごみ袋管理経費 ３４，５０７千円（決算額） 

家庭系ごみの有料化の実施に係るごみ袋の製作や販売業務委託等を実施した。 

 

○ リサイクル・啓発経費 ８５７千円（決算額） 

びん・缶・ペットボトルなどの資源ごみを回収し、ごみの減量化や資源の再利
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用を図るほか、不用品ダイヤル市やガーデニング講習会を行い、リサイクルに対

する意識の高揚を図った。 

 

各種講習会の実施  ガーデニング講習会（２回）  参加者計３６人 

びん・ペットボトル再商品化委託   びん４２５ｔ ペットボトル１６２ｔ 

不用品ダイヤル市   登録件数１９１件   成立件数９２件 

 

○ ごみステーションネット化推進事業補助金 １３１千円（決算額） 

  ごみステーション周辺の美観や衛生を保持し、ごみ収集の効率化を図るため、

ごみステーションのネット化を推進する町内会に対し、ごみネット購入費の一部

助成を行う登別市衛生団体連合会に補助金の交付を行った。  

 

  補助枚数  １０１枚（２１町内会） 

 

４ リサイクルまつり開催経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ １ ２  ５９ ５４ ５２

 ごみの減量化や循環型社会の形成を目的にリサイクルまつりを開催し、市民にごみ

の減量やリサイクルへの意識の啓発を行った。 

  

 開 催 日   ７月５日（日）    会場  クリンクルセンター 

 参 加 人 員   約２，０００人 

 イベント内容   フリーマーケット、堆肥化製品の無料配布、ダンボールコンポ

ストの作り方、環境パネル展、ペットボトル工作教室、紙すき・

絵手紙づくり体験、環境クイズ、登別・白老物産展 

 

５ 不法投棄等防止経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ １ ２  ５０ ４９ ７９

廃棄物の不法投棄及びポイ捨て防止のため、看板やバリケード等を設置した。 

 

不法投棄年度別件数 

平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

６３件 ５０件 ４９件 

 

○夜間・早朝巡回パトロール活動 

  市内不法投棄多発地域を重点に巡回計画を定めて実施した。 

   平成２１年６月 １日（月） 午後７時～午後９時 

   平成２１年６月 ２日（火） 午前４時～午前７時 

   平成２１年６月 ３日（水） 午前４時～午前７時 

 

○市民への街頭啓発活動 

  市内街頭（市内３ヶ所）で不法投棄・ポイ捨て・犬のふんの放置防止の啓発を

室蘭警察署・市環境対策室・登別市衛生団体連合会の合同で行った。 

平成２１年６月１５日（月） 

  午後４時３０分～４時５０分  若山町地区 
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平成２１年６月１６日（火） 

  午後４時３０分～４時５０分  中央町地区 

平成２１年６月１７日（水） 

  午後４時３０分～４時５０分  登別東町地区 

 

目２ 塵芥収集費 （予算説明書Ｐ１００～Ｐ１０１） 

 

１ 塵芥収集運搬業務委託料 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ １ ２  １１７，１８０ １１７，１８０ １１７，１８０

 家庭から出される「燃やせるごみ」「燃やせないごみ」「資源ごみ」「粗大ごみ」「有

害ごみ」の収集・運搬業務を委託した。 

 委託名 燃やせるごみ・燃やせないごみ等収集運搬業務委託 

     資源ごみ・粗大ごみ収集運搬業務委託 

 ごみステーション数   １，５７０箇所（平成２２年３月末） 

 収集日     月曜日から土曜日まで 

 収集回数    燃やせるごみ 週２回   燃やせないごみ 月２回 

         粗大ごみ   年２回   資源ごみ    週１回 

 

目３ 塵芥処理費 （予算説明書Ｐ１００～Ｐ１０１） 

 

１ クリンクルセンター運営管理経費・最終処分場運営管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ １ ２  ６８７，１１９ ６７１，１８７ ７６９，８６７

クリンクルセンター及び廃棄物管理型最終処分場において廃棄物の適正な処理を行

い、生活環境の保全と循環型社会の形成を図った。（クリンクルセンターは白老町との

廃棄物広域処理を実施） 

また、千歳最終処分場についても、適正な維持管理に努めた。 

○ クリンクルセンター運営管理経費 ６２９，９６８千円（決算額） 

○ 最終処分場運営管理経費      ４１，２１９千円（決算額） 

 

クリンクルセンター年間処理実績の推移（登別＋白老） 
区  分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

焼却処理施設 
（燃やせるごみ、破砕可燃物等、汚泥） 

２０，８１４ｔ

（２９５ｔ）

２７，４９７ｔ 

（６，１３４ｔ） 

２９，０１３ｔ

（６，４９８ｔ）

破砕処理施設 

（燃やせないごみ、粗大ごみ） 

２，００３ｔ

（４２４ｔ）

２，０５４ｔ 

（３６４ｔ） 

２，２３３ｔ

（４５３ｔ）

資源化施設（資源ごみ） 

 

１，７３２ｔ

（３９３ｔ）

１，８７２ｔ 

（４８５ｔ） 

２，０４３ｔ

（５２３ｔ）

高速堆肥化処理施設 

（事業系生ごみ） 

３３４ｔ ３０８ｔ ３２２ｔ

堆肥生産量 ４２ｔ ５２ｔ ４７ｔ

展示数 ９８点 １２３点 １４２点再生展示施設 

提供数 ７４点 ８９点 ９１点

施設見学及び施設利用者数 ２，７３９人 ２，８３８人 ３，３６６人

※（ ）は、うち白老町搬入分 
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廃棄物管理型最終処分場年間埋立実績の推移（登別市） 

区  分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

焼 却 残 さ １，９６６ｔ １，５９７ｔ １，７１８ｔ

破 砕 残 さ ３４０ｔ ３３９ｔ ３６４ｔ

資源化残さ １９４ｔ １５４ｔ ９１ｔ

計 ２，５００ｔ ２，０９０ｔ ２，１７３ｔ

 

２ クリンクルセンター整備事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ １ １ 新規 ６，０１７ ６，０１７ ０

  クリンクルセンター海側防火扉及び重量シャッターについて、塩害による腐食が著

しいため、整備補修を実施した。 

  事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 道支出金 一般財源 

６，０１７ ６，０１７ ０

 

目４ し尿処理費 （予算説明書Ｐ１００～Ｐ１０３） 

 

１ し尿処理施設整備事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ １ ３  ７００ ６９３ ４，７８８

 し尿及び浄化槽汚泥の適正処理を図るため、老朽化が著しいし尿処理施設の維持補

修整備を実施した。 

    事業内容   脱臭装置給気ファン整備補修 

           第１消化槽汚泥引抜用配管整備補修 

           貯水槽行き配管修理 

 

２ し尿収集業務委託料 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ １ ３  ４６，９６７ ４６，９６７ ４６，９６７

 し尿収集世帯の良好な生活環境を維持するため、し尿の収集運搬業務を委託し、効

率的な処理を行った。 

区  分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度

世帯数 3,762 世帯 4,014 世帯 4,959 世帯処理 

対象 人 口 7,578 人 8,206 人 8,636 人

年間処理量 8,098kl 9,014kl 9,614kl

 

３ 汚水処理施設共同整備事業負担金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ １ ３  １０１，４５０ １００，６４０ ８６１

  し尿及び浄化槽汚でいを下水道施設で処理するためのし尿投入施設建設に要する経

費の一般財源分を公共下水道事業特別会計に負担金として支出した。 
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事業費の財源内訳 

財源内訳 

市債 

 

事業費 
国庫支出金 

通常債 行革債 
一般財源 

１００，６４０ １１，７５０ ６５，２００ ２１，７００ １，９９０

 

４ し尿処理施設閉鎖基本設計業務委託料 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ １ ３ 新規 ２，９９３ ２，９９３ ０

  平成２３年３月末をもってし尿搬入を終了する施設廃止に向けた運転方針及び解体

にあたって必要となる資料収集・概算数量の算出等を行い、その基本計画をまとめた。 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 道支出金 一般財源 

２，９９３ ２，９９２ １

 

 

第５款 労働費 項１ 労働諸費 

 

目１ 労働諸費 （予算説明書Ｐ１０４～Ｐ１０５） 

 

【主要データ】 

 

  ①登別市の労働力調査 

区  分 平成１７年度 平成１２年度 対  比 

就 業 者 数 ２３，０２６人 ２４，１６７人 ▲１，１４１人

労働力人口 ２５，１４６人 ２５，６７４人 ▲５２８人

完全失業者 ２，１２０人 １，５０７人 ６１３人

完全失業率 ９．２１％ ６．２４％ ２．９７％

     ※労働力人口とは、15歳以上の者で、就業者及び就業したいと希望し、求職活動を 

       しているが仕事についていない者（完全失業者）の総数をいいます。 

 

  ②高卒就職状況の推移 

区  分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

就職希望者数 ６１人 ７９人 ７６人

就 職 者 数 ５５人 ６９人 ７３人

就職達成率 ９０．２％ ８７．３％ ９６．１％

 

  ③有効求人倍率 

区  分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

全  国 ０．４２ ０．７３ ０．９７

全  道 ０．３５ ０．４３ ０．５１

室  蘭 ０．４３ ０．６３ ０．８１
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１ 登別市シルバー人材センター補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ２  ９，５００ ９，５００ ９，５００

高齢者の就業機会の確保や生きがいの充実、社会参加を図る同センターの事業へ補

助した。 

平成 22 年３月末会員数 419 名  受託件数 2,233 件 

 

２ 高校生のための企業見学会経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ４  １１０ ７１ ７４

高校生を対象に企業見学会等を実施することにより、働くことへの意識の醸成、地

域産業や企業に対する理解の深化、職業選択の視野を広げるなど、就職に向けた支援

を行った。 

   ◆企業見学会等      参加者数    ８７人 

                事前セミナー  ２回開催 

                見学企業数   １２社    

   ◆インターンシップ事業  参加者数    ４４人 

                受入企業数   ２１社 

 

３ 雇用対策救援事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ４  ２５，９７９ ２４，７４３ ２３，２０４

季節労働者の通年雇用と冬季就労の場の確保に努め、季節労働者とその家族の福祉

を増進し、季節労働者の安定就労と社会生活の向上を図った。 

   ◆公共施設清掃分  ４，０６０人工 

   ◆冬期除雪分    １，５２７人工 

    

４ 地域職業相談室運営管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ４  ２，９１２ ２，７９９ ２，７９５

  登別中央ショッピングセンター・アーニスの２階に設置した登別市地域職業相談室

（ジョブガイドのぼりべつ）をハローワーク室蘭と連携して運営管理を行った。 

求職者の求職受理・職業相談・職業紹介・求人情報の提供などを行い、市民の就職

の促進及び利便性の向上を図った。 

    平成 22 年３月末現在の延利用者数 ２０，５６４人 

 

５ 労働相談事業助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ４  １，０００ １，０００ １，０００

労働環境の改善や雇用の安定確保等のため実施する労働相談事業に助成した。 

◆組合員総数 864 名（平成 21 年 10 月１日現在） 

   ◆労働相談件数 16 件 
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６ 勤労者特別融資積立金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ４  ３５，０００ １９，０００ ２４，０００

 市内に居住する勤労者の生活安定を目的に、生活などに必要な資金の融資を行った。 

融資内容（利率は平成 22 年 3 月末日現在） 

生活（一般） １件当たり貸付限度額 100 万円 

償還期間 10 年以内 利率 2.28％ 

生活（特別） １件当たり貸付限度額  30 万円 

償還期間 ３年以内 利率 1.00％ 

教  育   １件当たり貸付限度額 150 万円 

償還期間 10 年以内 利率 1.94％ 

 

７ 労働行政対策事業費（緊急雇用創出推進事業） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ４ 新規 ４２０ ３７７ ０

  国の追加経済対策により北海道に交付された緊急雇用創出事業臨時特例交付金を活

用し、業務急増に対応するため、臨時職員を雇用し必要な業務等を行った。 

   雇用人数  臨時職員 １名 

   雇用日数  延５８日 

事業期間  平成 22 年 1 月６日～平成 22 年３月 31 日 

 事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 道支出金 一般財源 

３７７ ３７７ ０

 

目４ 職業訓練センター費 （予算説明書Ｐ１０４～Ｐ１０５） 

 

１ 事業所内職業訓練助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ４  ２，１００ ２，１００ ２，１００

技能労働者の育成を図るため、職業能力開発促進法に基づき事業所内職業訓練事業

を実施している登別職業訓練協会に助成金を交付した。 

   養成訓練の推進  ２年間 木造建築科、建築板金科、建築塗装科、建築設計科 

            １年間 経理事務科、ＯＡシステム科 

 

 

第６款 農林水産業費 項１ 農業費 

 

【主要データ】 

  ①専業・兼業別農家数（２００５年農林業センサス） 

専 業 第１種兼業 第２種兼業 
区 分 総 数 

実数 割合 実数 割合 実数 割合 

平成 17 年 53 27 50.9% 8 15.1% 18 34.0%

 ※第１種兼業農家：農業所得を主とする兼業農家 

 ※第２種兼業農家：農業所得を従とする兼業農家 
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目２ 農業総務費 （予算説明書Ｐ１０６～Ｐ１０７） 

 

１ 市民農園経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ２ １  ５６６ ５５０ ４５７

野菜づくりや農作業を通し、農業や農村への理解を深めるとともに、市民の健康増

進や生きがいづくり等のキッカケづくりの推進を図ることを目的に市民農園を開園し

た。 

開設場所 札内地区 52 区画 １区画あたり 49 ㎡ 

開設期間 ４月下旬～10 月下旬 

 

２ 有害鳥獣駆除経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ ２ １  ６６７ ６６２ ７１４

エゾシカ・カラス・キツネ・アライグマ等の有害鳥獣による農林業被害や生活環境

被害を最小限に食い止めるため、鳥獣捕獲協議会へ出動要請をして駆除を行った。 

 

３ 農業振興特別補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ ２ １  ７，５９０ ７，５９０ ９,３０２

土地改良事業の円滑な推進を図るため、昭和４３年以降に実施した土地改良事業（道

営農免農道整備事業）に係る受益者負担金相当分を市が負担し、農業者の負担軽減を

行った。 

 

４ 担い手育成総合支援協議会負担金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ ２ １  ３０ ３０ ３０

農業の担い手の育成・確保を目的に、市・伊達市農業協同組合・胆振農業改良普及

センター・農業者によって設立した担い手育成総合支援協議会の行う活動に支援を行

った。 

（協議会の実施事業） 

担い手アクションサポート事業 

・認定農業者制度の普及啓発  ・担い手の育成・確保 

・認定農業者のフォローアップ  ・税務研修会 

 

目３ 畜産費 （予算説明書Ｐ１０６～Ｐ１０７） 

 

１ 胆振西部乳牛検定組合補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ ２ １  ４５０ ４２９ ４１５

 登別産の乳牛の資質改善と酪農経営の改善を図るため、乳牛能力検定事業を実施す

る胆振西部乳牛検定組合に補助金を交付し、活動を支援した。  

牛群検定業務、経営改善指導業務、後代検定推進業務 
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２ 酪農ヘルパー事業運営補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ ２ １  ７２０ ７２０ ７２０

 酪農経営の安定的な発展と生活環境の改善向上を図るため、酪農ヘルパー事業の普

及、ヘルパー要員の研修・確保を行う伊達市酪農ヘルパー利用組合に補助金を交付し

た。 

伊達市酪農ヘルパー利用組合：加入予定農家数 ９戸 

              利用延べ回数 ８９回 

 

３ 牧場管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ ２ １  １，１９５ １，１４１ １，１４５

草地不足の酪農家の育成牛などを市牧場（鉱山町）で預託することにより、飼養管

理、労働の省力化を図った。 

草地維持管理事業、家畜防疫事業、預託牛飼育管理事業 

 

目４ 農地費 （予算説明書Ｐ１０６～Ｐ１０７） 

 

１ 農業用施設等管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ ２ １  ７６７ ６２９ ５９５

農業用排水路などの施設の補修などを行った。 

既設排水路の修繕、海岸吐口閉塞除去作業 

 

目５ 中山間地域対策費 （予算説明書Ｐ１０６～Ｐ１０９） 

 

１ 中山間地域等直接支払交付金・中山間地域等直接支払推進事務費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ ２ １  １，９０６ １，９０６ １，９０６

  耕作放棄地の発生防止、農地の多目的機能の確保を図るため、中山間地域等直接支

払交付金事業を実施し、農業生産条件の不利な地域における農業者を支援した。 

   実施事業：農道維持管理活動、集落説明会等 

   事 業 費：交付金 １，７７０千円／事務費 １３６千円 

 

目６ 札内高原館費 （予算説明書Ｐ１０８～Ｐ１０９） 

 

１ 札内高原館運営管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ ２ １  ６，０６６ ６，０６１ ５，０７５

地場の農産物を活用した体験学習を通して地域間の交流を深めるとともに、体育館

等の開放により札内地区におけるコミュニティの場としての活用を図った。  

コミュニティ施設（交流室、体育館等）の開放 

管理委託（指定管理者） 平成２１年度～平成２３年度 
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第６款 農林水産業費 項２ 林業費 

 

目１ 林業振興費 （予算説明書Ｐ１１０～Ｐ１１１） 

 

１ 森林整備地域活動支援交付金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ２ １  １，１５６ １，１５４ １，０２１

森林の有する多面的機能の発揮に向けた適切な森林整備の推進に必要な地域活動に

対して、国、道とともに支援を行った。 

 

２ 民有林造林推進事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ２ １  ６，１７３ ６，１７３ ６，８３８

民有林のうち国、道の補助を受けた植栽、下刈、除間伐事業に対し国、道の補助額

を控除した残額に対して補助を行い、民有林の造林事業の推進を図った。 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 道支出金 市債 一般財源 

６，１７３ ２，５８７ ７００ ２，８８６ 

 

３ 森林愛護啓蒙事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ２ １  １００ １００ １００

山火事、遭難防止のための巡視活動や、啓発チラシの配布を通じた入山者へのマナ

ー遵守の呼びかけ、看板等の設置を行う森林愛護組合連合会の事業に補助を行った。 

 

４ 林業振興経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ １  ５７０ ３６７ ３９３

森林の保護や治山施設の効果を高めることにより急傾斜地等の保護等を行い、地域

住民の安全や生活環境の向上を図った。 

事業内容 治山施設の修繕、保安林の保護 

 

 

第６款 農林水産業費 項３ 水産業費 

 

【主要データ】 

  ①漁業経営実態の推移 

（各年１２月末現在） 

区 分 
動力漁船 

（隻） 

経営体数 

（戸）

漁業従事者数

 （人）
漁獲高 

（トン） 

水揚高 

（千円）

平成２１年 85 59 110 6,103 1,048,757

平成２０年 86 59 110 4,032 1,078,358

平成１９年 87 57 114 6,526 1,271,268
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目１ 水産業総務費 （予算説明書Ｐ１１２～Ｐ１１３） 

 

１ 漁港まつり運営費補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ ２ １  ３２０ ３２０ ３５０

登別漁港産水産物の低廉な価格での販売を通じた地場水産物のＰＲ、漁港愛護の啓

発、漁業者等と地域住民との交流の促進を図るため助成した。 

第３２回登別漁港まつり 

  開 催 日  平成２１年９月１２日（土）～１３日（日） 

  事業内容  海上安全大漁祈願祭、漁船満船飾、海産物即売会、花火大会、 

        青空市、朝揚げ鮭抽選即売会、ビンゴ大会等 

 

２ 漁業専門員設置補助金       

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ ２ １  １，２００ １，２００ １，２００

 地域海洋特性に適した「新しい資源づくり」や「つくり育てる漁業」を推進するた

め、漁協、白老町と広域的に漁業専門員を配置し、漁家経営の安定を目指している。 

 

３ 沿岸漁業構造改善事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ ２ １  ６，９９５ ６，９９５ ６，９９５

 いぶり中央漁業協同組合が建設した高度衛生管理型の荷捌所（製氷・冷蔵施設併設）

及び水道管敷設工事に対し支援を行った。（１０年間の債務負担行為設定） 

 

４ 登別救難所運営事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ ２ １  ２５０ ２５０ ２５０

海難事故の防止啓発や救助活動を行う登別救難所の運営費の一部を補助した。 

  事業内容  定期訓練、三救難所合同夏季演習、海難防止パレード、出初式等 

 

５ 漁業近代化資金利子補給金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ ２ １  １，１３９ ８２５ ５９０

 漁業経営の近代化を図るため、漁業近代化資金に係る借入金利子の１％を負担した。  

平成２１年度 上期利子補給額 ３７９，４７７円（件数 １４件） 

        下期利子補給額 ４４４，７３６円（件数 １４件） 

 

目２ 漁港管理費 （予算説明書Ｐ１１２～Ｐ１１３） 

 

１ 登別漁港維持管理事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ ２ １  ３１９ ３１９ ３１７

 登別漁港の軽易な維持管理に要する費用と港内照明灯電気料の一部を補助した。 
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２ 鷲別漁港維持管理事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ ２ １  １０２ ７７ ５６

港内照明灯電気料の一部を補助した。 

 

 

第７款 商工費 項１ 商工費 

 

【主要データ】 

① 事業所数及び従業者数の推移 

                           （単位：事業所、人） 

区分 平成 18 年 平成 16 年 平成 13 年 平成８年 平成３年 

事業所数 1,918 1,872 2,115 2,236 1,993 

従業者数 16,513 15,553 18,389 20,262 17,058 

※事業所・企業統計調査（総務省統計局）等による。 

※各年度の数値は、平成 3 年は 7 月 1 日、平成 8 年・平成 13 年・平成 18 年は

10 月 1 日、平成 16 年は 6月 1日現在の調査の結果による。 

 

目１ 商工総務費 （予算説明書Ｐ１１４～Ｐ１１５） 

 

１ 産業クラスター構築支援事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ２  １，１００ ５３９ １，０８３

地場の様々な産業を集積し、自立的発展を可能とする地域市場を創出するため、新

たな滞在型・健康保養型観光の促進事業に対する経費の一部を負担した。 

事業名 平成２１年度リムセツーリズム地方連携事業  

概 要 タイ国のメディア及び旅行会社関係者を招聘しての誘客にむけた事業 

 

２ 起業化支援事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ２  ３，０００ ０ ０

  市内において、地域の資源や技術を活用した新たな地場産品の創出、新たな技術の

事業化及び新たなサービスの提供を行う起業化の事業を支援し、市内経済の活性化を

図るものであり、認定申請は１件あったものの補助申請はなかった。 

 

３ ものづくり創出支援事業負担金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ２  ２，６００ １，７１３ １，０３４

（財）室蘭テクノセンターが行う「ものづくり創出支援事業」に対し、市内中小企

業等が活用した経費を負担した。 

平成２１年度市内中小企業活用実績  ３企業 

（内訳）新製品・新技術開発の芽育成事業･･･１企業（６００千円） 

    商品化推進支援事業･･･････････････１企業（８１３千円） 

    市場開拓支援事業･････････････････１企業（３００千円） 
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４ 企業立地振興補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ２  ８６０ ８６０ ８６０

企業の立地及び振興を図るため、事業場の投下固定資産の総額や常用従業員数など

一定の条件のもと、市内に事業場を増設した事業者に対して、これに係る固定資産税

相当額について補助を行った。 

対象事業者 １企業（補助金交付最終年度・第３年度分） 

 

５ 新産業創造活動事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ３  ６００ ０ ０

地域の特性や技術などを活用した新技術、新製品、新サービス等の研究・開発事業

を行う団体等を支援し、複合産業の基盤づくりや新産業の創造を促進するものである

が、補助申請はなかった。 

 

６ 物産展参加補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ３  ２００ ２００ ０

地場企業の振興と経営の安定化を図るため、物産展や都市交流事業などのイベント

等に参加する事業に対し、経費の一部を支援した。 

平成２１年度対象事業（１件）  白石市農業祭（１１月） 

 

７ 札幌のぼりべつ交流プラザ開催経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ３  ７１ ６ １６

札幌のぼりべつ会と市内企業とのネットワークを構築し、札幌圏との経済交流を図

った。 

平成２１年度開催場所  １１月に札幌市（１回） 参加人数２９名  

 

８ 中小企業相談事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ３  ７，０００ ７，０００ ８，０００

市内商工業者の発展と経営安定を図るため、金融や税務等の各種相談業務など、登

別商工会議所中小企業相談所が行う事業に対して補助を行った。 

相談事業       ９１８件（巡回指導３６４件、窓口指導５５４件） 

講演会・講習会開催  個別指導 １回（参加者 ４名） 

           集団指導 ２回（参加者１５名） 

金融の斡旋      件数 １１７件、総額 １，３６４，７８０千円 

 

９ 登別商工会議所事業推進職員設置補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ３  １，５３９ １，４００ １，５１２

登別商工会議所が行う各種事業の推進及び関係機関との連携強化のため商工会議所

に派遣する市職員に係る経費の一部を補助した。 
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10 中小企業特別融資利子補給金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ３  ３９５ ０ ０

中小企業の資金調達に係る負担を軽減し、その事業活動を支援するため、中小企業

特別融資制度の小口事業資金、団体事業資金、新分野進出支援資金の利用者に対し、

その利子を補給するものであるが、利用実績はなかった。 

小口事業資金    年 1.0％    団体事業資金    年 1.5％ 

新分野進出支援資金 年 0.7％ 

 

11 中小企業特別融資積立金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ３  ６６，０００ ２８，０００ ３５，０００

中小企業の円滑かつ積極的な事業活動を支援するため、市内中小企業に対し、低利

の融資を行っているが、新規融資はなかった。 

中小企業特別融資資金 

一般事業資金、団体事業資金、小口事業資金、事業所開設資金、 

小規模商工業近代化資金、新分野進出支援資金 

   協調倍率  小口事業資金４．０倍  左記以外３．０倍 

   ※融資実績相当額と協調倍率に応じて四半期毎に預託する。（決算額） 

 平成２１年度融資実績 

第 1四半期 第 2四半期 第 3四半期 第 4四半期 
区  分 

4 月～6月 7 月～9月 10月～12月 1 月～3月 
合  計 

新規融資件数 0 0 0 0 0

新規融資額 0 0 0 0 0

償還額 5,102 5,199 7,484 5,145 22,930

四半期末融資残高 72,281 67,082 59,598 54,453  

 

12 住宅改良促進特別融資積立金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ３  ２５，０００ １８，０００ ２２，０００

市民の住環境の向上と地場産業の振興育成を図るため、市内業者を利用して住宅改

良、バリアフリー改良、新エネルギー関連改良を行う市民に対し、低利の融資を行っ

ているが、新規融資はなかった。 

１件当たり融資限度額 300 万円 償還期間 10 年以内 

利率 住宅改良 1.95％、バリアフリー改良 1.75％、 

新エネルギー関連改良 1.75％   

協調倍率  ２．０倍 

   ※融資実績相当額と協調倍率に応じて四半期毎に預託する。（決算額） 

 平成２１年度融資実績 

第 1四半期 第 2四半期 第 3四半期 第 4四半期 
区  分 

4 月～6月 7 月～9月 10月～12月 1 月～3月 
合  計 

新規融資件数 0 0 0 0 0

新規融資額 0 0 0 0 0

償還額 4,369 2,167 2,124 2,306 10,966

四半期末融資残高 26,860 24,693 22,569 20,263  
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13 商店街近代化融資積立金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ３  ８，０００ ５，０００ ８，０００

市内の商店街の近代化を図るため、北海道中小企業高度化資金貸付制度の対象とな

る商店街近代化に関する事業に対し、低利の融資を行っているが、新規融資はなかっ

た。 

商店街近代化融資資金 

    店舗改造等資金 

    商店街環境整備資金 

   協調倍率  ２．４倍 

   ※融資実績相当額と協調倍率に応じて四半期毎に預託する。（決算額） 

 平成２１年度融資実績 

第 1四半期 第 2四半期 第 3四半期 第 4四半期 
区  分 

4 月～6月 7 月～9月 10月～12月 1 月～3月 
合  計 

新規融資件数 0 0 0 0 0

新規融資額 0 0 0 0 0

償還額 706 636 574 703 2,619

四半期末融資残高 7,348 6,712 6,138 5,435  

 

14 いいモノ発見「のぼりべつ」（明日のまちづくり事業費） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ２ 新規 １，３９０ ９７７ ０

市内の既存資源や商品・製品の発掘を行うほか、「のぼりべつブランド」推奨制度を

創設し、発掘した商品や市内業者が開発した新商品・新製品に推奨マークを交付し、

広告するためのポスター、パンフレット等を作成した。 

 事業概要  申請：８事業者１５件（２月） 認定：８事業者１０件（３月） 

 

15 中央町２丁目買物駐車場整備事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ １ １ 新規 ７，０００ ６，８６７ ０

買物客の利便性を高め、地域のイベント等にも利用できることにより、市内商店街

の活性化を図る目的で、中央町２丁目に買物駐車場を整備した。 

場所   中央町２丁目５番地１～７ 

駐車台数 ２０台（普通車用１７台、軽自動車用１台、身障者専用２台） 

平成２２年度イベント実績 ２件 

  事業費の財源内訳 

財源内訳 

市債 

 

事業費 

通常債 行革債 

一般財源 

６，８６７ ５，１００ １，７００ ６７ 

 

16 プレミアム商品券「おにたま商品券」発行事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ ３ 新規 ２０，０００ １９，９６７ ０

  市内経済の景気低迷にあたり、消費を喚起し経済活性化を図るために登別市内で使

用できる商品券を発行する事業の経費の一部に対し補助を行った。 
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   商品券額面総額２億２千万円（プレミアム分１０％） １枚１，０００円 

販売冊数２０，０００冊（１冊１１枚） 

 

目２ 定額給付金給付費 

 

１ 定額給付金給付事業費【前年度繰越事業】 

章 節 施策  繰越予算額 決算額 前年度決算額 

－ － － 新規 ８４１，７８０ ８１９，１４６ ０

  景気後退化での住民の不安に対処するため、住民への生活支援を行うとともに、併

せて、住民に広く給付することにより、地域の経済対策に資することを目的として実

施した。 

   申請書受付期間 平成２１年３月２３日（月）～９月２４日（木） 

   給付世帯数   ２４，５８４件 

   給付世帯率     ９８．２％ 

 

 

第７款 商工費 項２ 観光費 

 

【主要データ】 

  ①観光客入込数の推移 

（単位：人） 
観光客入込数 左のうちの区分 

区分 
総数 道外客 道内客 日帰り客数 宿泊客数 

宿泊客 

延べ数 

平成２１年度 3,023,937 1,410,722 1,613,215 1,864,077 1,159,860 1,168,482 

平成２０年度 3,061,537 1,343,815 1,717,722 1,864,176 1,197,361 1,208,940 

平成１９年度 3,300,683 1,472,488 1,828,195 2,002,387 1,298,296 1,303,270 

 

  ②外国人観光宿泊延数の推移 

（単位：人） 
左の内訳 

区分 総数 
中国 韓国 台湾 香港 シンガポール その他 

平成２１年度 177,346 14,028 42,786 79,175 21,897 10,212  9,248 

平成２０年度 210,228  8,471 47,910 95,231 29,434 16,469 12,713 

平成１９年度 197,351  5,090 55,647 94,137 21,123  9,635 11,719 

 

目１ 観光総務費 （予算説明書Ｐ１１６～Ｐ１１７） 

 

１ 登別観光協会助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ １  １０，６００ １０，６００ １０，６００

新しい時代のニーズに対応できる観光地づくりを推進するため、その重要な役割を

担う観光協会の安定運営を支援した。 

 

２ 登別観光協会特別助成金（衛生設備整備事業分） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ １  ０ ０ ０
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観光産業の振興のためホテル・旅館が設置している専用水道施設の衛生設備整備に

対して助成する。 

 ※平成２１年度は申請なし 

 

３ 観光振興特別対策事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ １  ４１，９００ ４１，９００ ４１，９００

市の基幹産業である観光産業の振興を図るため、観光協会が行う誘客促進事業など

を支援した。 

 

４ 観光客誘致促進事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ １  ３,７１７ ３,６１４ ３,３０７

  各種イベントへの参加やポスター、パンフレットの作成・配布による観光ＰＲのほ

か、誘客に資するソフト事業等に取り組み、観光客誘致を促進した。 

道内・道外における観光宣伝 

・ 羽田観光プロモーション（東京） 

・ 修学旅行誘致プロモーション（東京都、横浜市） 

  各種観光パンフレット等の作成 

・ 冊子「湯之国 登別」 日本語版 50,000 部 

・ 冊子「湯の国 登別」 英語版 40,000 部、中国語（簡体字） 10,000 部 

中国語（繁体字） 10,000 部、韓国語 20,000 部 

・ 散策マップ  100,000 部 

・ 観光用封筒   10,000 部 

 

５ 観光ホスピタリティ推進事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ １  ９００ ９００ ９００

登別観光のイメージアップと誘客促進の一助として、地域ぐるみで観光客を温かく

もてなすホスピタリティ推進事業を支援した。 

主な事業 

・ ボランティアガイド実践活動 

活動日数 １７１日間 

案内人数 ４，５５７人（団体５９件、個人９７７件） 

・ ボランティアガイド養成講座 

実施日数 ９日間（全７名受講 うち ６名に終了証書授与） 

・ 観光ホスピタリティ全道大会 in 登別 

参加者 ２１８名 

 

６ 友好交流促進都市推進経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ ２ ２  ６２２ ２８３ ７

  中国広州市と地域レベルで友好交流を促進し、観光振興を図った。 

  主な事業 

・ ２００９広州国際姉妹都市大会参加（平成 21 年 10 月） 

・ 行政訪問団歓迎会開催（平成 21 年 10 月 広州市越州区） 
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７ 登別温泉コンシェルジュサービス・アンテナショップ運営事業費 

（ふるさと雇用再生特別対策事業） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ １ 新規 １６，２３９ １６，２３９ ０

ふるさと雇用再生特別対策事業交付金を活用し、外国人の受入体制を強化するため、

外国人を受け入れることができる案内所を開設し運営を図るとともに、雇用・就業機

会の創出を図った。 

 

８ 緊急誘客宣伝広告事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ １ 新規 ４,３００ ４,３００ ０

  世界同時不況の影響により、宿泊客の落ち込みが見込まれたため、国の経済対策に

よる高速道路利用料金値下げ等の事業に合わせ、緊急誘客キャンペーンを実施する観

光協会を支援した。 

主な事業 

  ・のぼりべつ春一番とくとくキャンペーン事業 

  ・ＥＴＣ利用者高速道路料金往復分還元キャンペーン事業 

  ・緊急誘客宣伝広告事業 

   （宣伝広告、新聞、雑誌、テレビでの観光ＰＲポスター、リーフレット等の印刷） 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

４，３００ ４，３００ ０

 

９ 緊急誘客特別対策事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ １ 新規 １１，９００ １１，９００ ０

  世界同時不況の影響により、宿泊客の落ち込みが見込まれたため、国内外へのプロ

モーション活動やテレビ・新聞等のマスメディアを活用したＰＲ活動の展開が必要と

なり、緊急の取り組みとして事業を実施する観光協会を支援した。 

  主な事業 

・ 中国人個人観光客の富裕層をターゲットとし、プロモーションを実施。 

・ 道内・道外に夏季イベントのＰＲを強力に実施。 

（「鬼花火・鬼火の路」リーフレットの増刷、テレビ、ラジオ、新聞を利用した

宣伝広告、視聴者宿泊券プレゼント） 

・ 首都圏（東京・大阪）エージェントに対し、セールスプロモーションの実施。 

  事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

１１，９００ １１，９００ ０

 

10 緊急誘客特別対策事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ １ 新規 １，３１９ １，３１４ ０

平成２１年７月１日より個人ビザの発給が可能となった中国（北京・広州・上海）
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へのプロモーションを観光協会と共同で実施した。 

 

目２ 観光施設費 （予算説明書Ｐ１１６～Ｐ１１７） 

 

１ 観光施設維持管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ １  ３,２６３ ３,０２３ ３,７８５

国立公園内において観光客の安全を確保するための各観光施設の維持管理に努めた。

また、観光客が快適に利用できるよう、景観の向上や美化清掃等を行った。 

  主な事業 

・ 国立公園内観光施設維持事業 

カルルス駐車場トイレ清掃委託、遊歩道の補修、観光施設のための敷地借上

げ等を実施した。 

・ 国立公園清掃活動事業補助金 

    国立公園内の美化、施設の小破修繕等を実施している（財）自然公園財団登

別支部に対し、補助金を交付し支援した。 

 ・登別フラワーファンタジーロード維持管理事業 

花の観光を推進するため、道道洞爺湖登別線の中登別町の分離帯や植樹帯に

草花を植栽し、適切な維持に努め、観光地の景観の向上を図った。 

 

目３ 温泉供給管理費 （予算説明書Ｐ１１６～Ｐ１１７） 

 

１ 温泉供給施設維持管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

３ １ １  １６，０９０ １４，３３１ １２，３８９

上登別地区への安定した温泉供給を目的として、施設の維持や補修等を行った。 

・温泉供給件数（平成 22 年３月 31 日現在） 

  営業用 ４件（うち３件休止） 一般用 ２７件 

 

 

第８款 土木費 項１ 土木管理費 

 

目１ 土木総務費 （予算説明書Ｐ１１８～Ｐ１１９） 

 

１ のぼりべつ・クリーン＆フレッシュ事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ １ ２  ３５９ ３５０ ４４４

きれいなまちづくりの推進を図るため、道路・公園・河川敷など公共施設の清掃や

美化のボランティア活動を行う個人のグループや企業・各種団体を支援した。 

参加団体数  ３４団体 

参加者数  ４８０人 

活動個所   ４１個所（道路１７個所 公園１１個所 河川１３個所） 

 

 

第８款 土木費 項２ 道路橋梁費 
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目１ 道路橋梁総務費 （予算説明書Ｐ１２０～Ｐ１２１） 

 

１ 道路台帳図作成委託料 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ３ １  ５，５００ ５，３５５ ５，２５０

新規認定や変更認定した路線の現況測量を行い、台帳を作成するほか、道路工事に

より整備された道路の台帳修正等の業務を委託し、市道管理のデータ整理を行った。 

 

２ 市道用地確定測量委託料 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ３ １  ２，０００ １，９８１ １，９００

市道の適切な管理を遂行するため、道路整備を完了している市道で未処理用地とな

っている用地の現況測量や用地確定測量を行った。 

 国有地 １路線  未処理用地 ７路線 

 

３ 市道用地買収費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ３ １  ５，３９０ ３，４２７ ６，４０４

道路整備を完了している市道の未処理用地のうち、市道用地確定測量を行った未処

理用地の買収を行った。 

   件数１件  買収面積 ２２．２５㎡  

 

目２ 道路維持費 （予算説明書Ｐ１２０～Ｐ１２１） 

 

【主要データ】 

① 市道延長等の推移 

区  分 平成２1 年度末 平成 20 年度末 平成 19 年度末 平成 18 年度末 平成１７年度末

市道延長 293,353 ｍ 292,258 ｍ 290,486 ｍ 290,207 ｍ 289,811 ｍ

舗装延長 197,464 ｍ 194,269 ｍ 191,191 ｍ 190,498 ｍ 183,190 ｍ

舗装率 67.3 ％ 66.4 ％ 65.8 ％ 65.6 ％ 63.2 ％

 

１ ロードマーク設置費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ３  １，３７６ １，３７６ １，３６５

車道センターライン及びドット線等の区画線塗布を行った。 

破線 L= 8,300m、 実線 L= 900m、 ドット線 L= 140m 

 

２ 除雪委託料 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ３ １  ８７，９２４ ８７，１１７ ５５，５３３

冬期間における歩行者及び通行車両の安全を確保するため、業務委託により、市道

の除雪や凍結防止剤の散布を行った。 

   車道除雪    1,130 路線    除雪延長  L= 267.0Km 

   歩道除雪      98 路線    除雪延長  L=  41.3Km 

   融雪剤散布    140 路線    散布実延長 L=  60.0Km 
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   除雪委託料の支出状況 

平成 21 年度 平成 20 年度 平成 19 年度 平成 18 年度 平成 17 年度 

87,117 千円 55,533 千円 43,256 千円 13,458 千円 75,161 千円

 

３ 冬道対策経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ３ １  ５，２００ ４，４７３ ３，９８８

すべり止め用砂箱等の補修や融雪剤の購入等を行った。 

 

４ 市道常時補修費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ３ １  ６８，６６０ ６７，０２０ ６３，００４

歩行者や通行車両の安全確保のため、市道の維持管理・補修を実施した。 

 

５ 幹線排水路実態調査事業費（緊急雇用創出事業） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ １ 新規 ８，５０３ ８，４５３ ０

災害を未然に防ぐため、排水ルートの現地調査を実施し、調査内容を図面に反映さ

せた。 

 ※民間企業へ委託して実施 

   雇用人数  ４名 

   雇用日数  延３６６日 

事業期間  平成21年６月１日～平成21年11月30日 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 道支出金 一般財源 

８，４５３ ８，４５３ ０

 

目３ 道路新設改良費 （予算説明書Ｐ１２０～Ｐ１２１） 

 

１ 道道倶多楽湖公園線（紅葉谷工区）改良受託事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ３ １  １１４，４１４ １１４，４１２ ０

  本路線は、国道 36 号から登別温泉に通じる主要な観光道路であり、登別温泉地区に

とっては生活道路として、また、防災上においても重要な幹線道路であるため、北海

道が平成９年度より整備を進めており、紅葉谷大橋交差点から厚生年金病院までの未

改良区間を整備するための用地買収を受託する。 

受託事業内容   用地買収２件（面積 10,239.26 ㎡） 

事業費の財源内訳 

財源内訳  

事業費 委託金 一般財源 

１１４，４１２ １１４，３６１ ５１
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２ 広域幹線、市内幹線道路網の整備 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ３ １  １８７，１８３ １８４，５０６ １９９，５３６

 

○鷲別 30 号線改良事業費  

 

 ① 事業費の財源内訳 

財源内訳 

市債 区分 事業費 
国庫支出金

通常債 行革債 
一般財源 

最終予算額 58,800 34,800 22,000  2,000

決 算 額 58,577 34,800 22,500 1,200 77

 

② 事業量の達成状況 

区分 当初の考え方 決算実績 

道路改良舗装工 L=191m､W=7.0+2.5m L=191m､W=7.0+2.5m 

○工事請負費 38,093 千円 40,649 千円

測量調査    一式 1,300 千円 1,113 千円

用地買収    一式 15,817 千円 13,414 千円

 

③ 全体進捗状況 

全体施工延長 H21 までの改良済延長 

581m 191m 

 

○市道舗装排水整備事業費  

 

① 事業費の財源内訳 

財源内訳 

市債 区分 事業費 
国庫支出金

通常債 行革債 
一般財源 

最終予算額 82,383 36,580 43,400  2,403

決 算 額 80,860 36,581 39,100 1,600 3,579

  

② 事業量の達成状況 

道路改良工事 当初予算の考え方 決算実績 

美園 81 号線   L= 20.7m W=5.6m 

富士 14 号線 L=100m W=6.0m L= 77.4m W=6.0m 

常盤 57 号線   L= 30.7m W=3.4m 

温泉 12 号線  L= 25.6m W=6.0m 

緑町広場内道路整備   L= 34.9m W=4.0m 

計 L=100m L=189.3m 
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○カルルス路線外１改良事業費 

 

① 事業費の財源内訳 

財源内訳 

市債 区分 事業費 

通常債 行革債 
一般財源 

最終予算額 20,000 18,000  2,000

決 算 額 19,839 17,900 1,900 39

  

② 事業量の達成状況 

区分 当初の考え方 決算実績 

橋梁補修（上部工） L=13.6m W=6.0m L=13.6m W=6.0m 

橋梁補修（護岸工） L=11.2m L=7.3m 

法面補修（擁壁） 一式 一式 

○工事請負費 17,300 千円 18,407 千円

実測実施設計 一式 2,300 千円 1,155 千円

 

③ 全体進捗状況 

全体施工延長 H21 までの改良済延長 

169m 169m 

 

○東町 34 号線改良事業費  

 

① 事業費の財源内訳 

財源内訳 

市債 区分 事業費 

通常債 行革債 
一般財源 

最終予算額 15,000 13,500  1,500

決 算 額 14,880 13,300 1,500 80

 

道路舗装工事 当初予算の考え方 決算実績 

蘭法華通り L=150m W=9.5m L=150.0m W=3.7～6.8m 

中央通り L=300m W=8.0m L=280.0m W=7.5～8.4m 

若山 44 号線 L=142m W=6.0m L=144.5m W=7.0m 

鷲別旧墓地路線   L=696.5m W=5.8～7.2m 

若山 58 号線 L=207m W=6.0～9.0m L=198.0m W=6.0～9.0m 

若山 18 号線   L=220.0m W=6.6～7.5m 

常盤通り   L=180.0m W=6.0m 

富士 14 号線 L=100m W=6.0m L= 77.4m W=6.0m 

美園 81 号線外   L=20.7+30.7m W=6.0m 

温泉 12 号線   L= 43.3m W=6.0m 

計 L=899m L=2041.1m 
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② 事業量の達成状況 

区分 当初の考え方 決算実績 

車道オーバーレイ L= 40m W=9.0m L= 40m W=9.0m 

道路改良舗装 L=100m W=4.0m～7.5m+2.5m L=122m W=3.5 

○工事請負費 14,600 千円 14,627 千円

 

③ 全体進捗状況 

全体施工延長 H21 までの改良済延長 

606m 445m 

 

○栄町 26 号線改良事業費  

 

① 事業費の財源内訳 

財源内訳 

市債 区分 事業費 

通常債 行革債 
一般財源 

最終予算額 11,000 9,900  1,100

決 算 額 10,350 9,300 1,000 50

 

② 事業量の達成状況 

区分 当初の考え方 決算実績 

道路改良（排水工） L=122m L=100m 

○工事請負費 7,400 千円 7,266 千円

実施設計 一式 1,000 千円 819 千円

用地買収 一式 2,400 千円 2,076 千円

 

③ 全体進捗状況 

全体施工延長 H21 までの改良済延長 

154m 100m（排水工） 

 

目４ 橋梁維持費 （予算説明書Ｐ１２０～Ｐ１２３） 

 

１ 橋梁維持補修経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ３ １  ３，２８０ ２，６０８ ２，７５６

  歩行者や通行車両の安全確保のため、橋梁の維持管理や補修を行った。 

 

２ 若山学園橋保護護岸改修事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ １ 新規 ２，５００ ０ ０

  老朽化により破損した若山学園橋の保護護岸について改修を行う。 

※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」

の対象事業として補正予算を計上し、翌年度へ繰り越しした。 

      翌年度繰越額 ２，５００千円 
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第８款 土木費 項３ 河川費 

 

目２ 河川維持費 （予算説明書Ｐ１２４～Ｐ１２５） 

 

１ 河川維持補修経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ １  ３，２７２ ２，１５８ ２，１８６

  河川防護柵の修繕および河川築堤草刈業務を行った。 

   河川築堤草刈委託（6河川） L=3,880m  A=10,300 ㎡ 

   （上鷲別富岸川、ヤンケシ川、ポンヤンケシ川、徳消川、新徳消川、伏古別川） 

 

２ 河川防護柵設置事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ １  １，０００ ９２４ ９３５

伏古別川・上鷲別富岸川に防護柵を設置した。 

伏古別川    河川防護柵設置 L=123.6m 

上鷲別富岸川  河川防護柵設置 L= 36.0m 

 

 

第８款 土木費 項４ 都市計画費 

 

目２ 公園管理費 （予算説明書Ｐ１２６～Ｐ１２７） 

 

１ 公園維持管理経費 

章 節 施策 

４ ２ １ 

（１）登別ビーチパーク分 

登別ビーチパークの維持管理を行った。 

最終予算額 決算額 前年度決算額 

１５,４２９ １５,２４６ １５,２４９

（２）指定管理者維持管理公園分 

亀田記念公園、若草中央公園、富岸公園、新川公園、らいば公園及び川上公園（Ａ

ゾーン）の維持管理を行った。 

最終予算額 決算額 前年度決算額 

３５,３８７ ３５,００１ ３１,３３８

（３）その他公園分 

登別ビーチパーク、指定管理者による維持管理公園を除く、１２４か所の公園・

広場と街路樹の維持管理を行った。 

最終予算額 決算額 前年度決算額 

３７,１８１ ３６,８２９ ４０,４３２

 

２ 街区公園等清掃交付金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ２ １  ６４０ ６４０ ６４０

公園は地域の身近な憩いの場として利用されることから、維持管理の一部を町内会
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等に協力してもらい、その協力に対して交付金を交付した。 

   実施町内会等 ４０町内会等   実施公園数 ５４か所 

 

３ わくわくドキドキ・かめだわんパーク（明日のまちづくり事業費） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － － 新規 ２,４００ ２,３１２ ０

  亀田記念公園管理棟２階休憩室を来園者が安全・安心に利用できるように改修する

とともに、休憩室の一部に幼児が遊べるキッズコーナーを設け、子育て世代の公園利

用の促進を図った。 

   ２階休憩室窓 転落防止柵及び網戸設置 

キッズコーナー 木製遊具及びベビーベッド設置 

階段部 手摺設置及びノンスリップ床張替、１階及び２階間仕切り設置 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

２，３１２ １，５４８ ７６４

 

４ 公園施設長寿命化計画策定事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ２ １ 新規 １０,１００ １０,００６ ０

  ４３か所の都市公園を対象に、公園利用者の安全・安心の確保とライフサイクルコ

ストの縮減に向け、公園施設の予防保全的管理による長寿命化対策を含めた計画的な

改築等に係る取り組みを推進するための計画策定に着手した。 

   計画予定期間 平成２３年度～平成３２年度（１０年間） 

 

５ 公園設備改修事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ２ １ 新規 ３,０００ ０ ０

  老朽化した公園施設や広場の改修を行う。 

   若草公園 スコアボード１基、 緑町広場 滑り台１基 

   わらべ公園 広場ダスト舗装６００㎡ 

※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」

の対象事業として補正予算を計上し、翌年度へ繰り越しした。 

      翌年度繰越額 ３，０００千円 

 

６ 川上公園便所改修事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ２ １ 新規 ５００ ０ ０

  川上公園野球場側便所の屋根及び内部壁タイル補修及び天井塗装を行う。 

※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」

の対象事業として補正予算を計上し、翌年度へ繰り越しした。 

   翌年度繰越額 ５００千円 

 

目３ 公園事業費 （予算説明書Ｐ１２６～Ｐ１２７） 
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１ キウシト湿原緑地保全事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ２ １  ３０,１００ ３０,００１ ５１,７９４

多様な動植物が生息し、環境省から重要湿地に選ばれているキウシト湿原の保全と

利活用を図るため、施設整備を行った。 

①事業内容 木道設置 １０３ｍ 

供給水施設設置  管路１,０４１ｍ、取水施設、沈砂池施設 

②事業費（決算額）の財源内訳 

財源内訳 

市債 

 

事業費 
国庫支出金 

通常債 行革債 
一般財源 

３０，００１ １５，０００ １３，５００ １，５００ １

 

２ 亀田記念公園整備事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ２ １  ２０,０００ １９,９３５ １４,３９６

 来園者が安全で快適に公園を利用できるように、施設の整備を行った。  

①事業内容 駐車場整備 １,７８５㎡、照明灯設置 ２基 

総合案内板設置 １基 

②事業費（決算額）の財源内訳 

財源内訳 

市債 

 

事業費 

通常債 行革債 
一般財源 

１９,９３５ １４，９００ ５，０００ ３５ 

 

目４ 緑化推進費 （予算説明書Ｐ１２８～Ｐ１２９） 

 

１ 緑化推進経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ２ １  ４,２５０ ４,２３２ ４,２１０

みどり豊かなまちづくりを目指し、緑化の推進やみどりに対する意識の高揚を図る

ため、市民参加のもと、各種事業を行った。 

市民緑化推進事業   公共施設に植栽する樹木や花苗を町内会等へ６月に配布し

た。 

沿道美化事業     道道弁景幌別線などの沿道へ花苗を４月と７月に植栽した。 

試験育苗事業     ３団体の参加のもと、ビニールハウス内で花苗の試験育苗

を行い、その花苗を公共花壇等へ植栽した。 

みどりの講習会    花壇用の土づくり講習会、宿根草の寄せ植え講習会を開催

した。 

グリーンデータバンク 家庭で育てられなくなった樹木等の有効活用を図るため、

当制度の情報提供を行った。 

 

２ 幌別鉄南地区海浜地緑化事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ２ １ 新規 ２,４００ ２,２８５ ０
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  幌別鉄南地区の海浜地において、景観の改善を図るとともに緑化を推進するため、

地域住民と協働でクロマツを植樹した。 

  クロマツ植樹本数 ３１１本、 ネットフェンス設置 ８４ｍ 
 

目５ 地籍調査事業費 （予算説明書Ｐ１２８～Ｐ１２９） 

 

１ 地籍調査管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ３ １  ４００ ２１０ ６７０

地籍管理システムによって位置精度の高い土地情報を管理するとともに、地籍調査

成果の地図及び地籍簿を閲覧に供し、市民に対して精度の高い土地情報の提供に努め

た。 

 

２ 地籍調査管理システム更新事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ３ １ 新規 １，９５２ １，７８５ ０

地籍調査成果の地籍図・地籍簿の閲覧・交付業務を継続するため、老朽化した地籍

調査管理システムの更新を行った。 

 

 

第８款 土木費 項５ 住宅費 

 

【主要データ】 

  ①公営住宅管理戸数 

市営住宅 １，４７２ 戸 道営住宅 ４３０ 戸 計 １，９０２ 戸

 

目１ 住宅管理費 （予算説明書Ｐ１３０～Ｐ１３１） 

 

１ 市営住宅改善経費（高齢者・身体障がい者施策） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ２ ２  ２，０２８ １，９１７ １８，４３６

市営住宅に入居している高齢者や身体に障がいを持つ方が暮らしやすいよう、日常

生活の利便性に配慮し、居住環境の改善を図った。 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

１，９１７ １，４１８ ４９９

 

２ 住宅政策推進調査委託事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ２ ２ 新規 ４，６１５ ４，６１３ ０

  住宅政策の総合的、長期的な基本方針である「登別市住宅マスタープラン」「登別市

営住宅ストック総合活用計画」の見直しを行った。 
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３ 市営住宅火災警報器設置事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ２ ２  １９，７７５ １８，２５５ ８，６００

  入居者の生命、財産を保護し被害の軽減を図るため、住宅内の寝室等に改正消防法

で定められた火災警報器を設置した。 

    柏木団地             12 棟  288 戸  富浦団地       1 棟    4 戸 

    柏葉団地              5 棟   80 戸  紅葉谷団地      5 棟  20 戸 

      緑ヶ丘団地（平屋）    1 棟   2 戸  幌別東団地          16 棟 380 戸 

        千歳団地              3棟   70戸  登別温泉団地         2棟  52戸 

      見晴団地       4棟   16戸 

事業費の財源内訳 

財源内訳 
事業費 

国庫支出金 市債 一般財源 

１８，２５５ ７，１３０ １１，１００ ２５ 

 

４ 市営住宅（新生団地）大規模改修事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ２ ２ 新規 ８１，７４３ ８１，７４０ ０

  市営住宅新生団地の外壁塗装及び屋根の葺き替えを行い、安全性や景観の向上を図 

った。 

事業費の財源内訳 

財源内訳 
事業費 

国庫支出金 市債 一般財源 

８１，７４０ ３６，０３５ ４５，６００ １０５ 

 

５ 市営住宅（幌別東団地）住宅路整備事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

４ ２ ２ 新規 ４，５０３ ０ ０

  市営住宅幌別東団地敷地内の道路について、改良及び舗装工事を行い、居住環境の 

 改善を図る。 

  ※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」の

対象事業として補正予算を計上し、翌年度へ繰り越しした。 

     翌年度繰越額 ４，５０３千円 

 

目２ 建築指導費 （予算説明書Ｐ１３０～Ｐ１３１） 

 

【主要データ】 

①建築確認申請件数 

平成 21 年度  

新築 増築 計 

住宅 １６５ ９ １７４

その他 １６ ５ ２１

計 １８１ １４ １９５

  ＊「住宅」は、専用住宅、併用住宅、共同住宅を含む。 

  ＊「その他」は、住宅以外の事務所、店舗、工場等をいう。 
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１ 登別市耐震化促進計画策定事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － － 新規 ４，６１５ ４，５９７ ０

  昭和５６年以前に建設された建築物の耐震化を図るため、住宅やその他建築物の現

状を把握し、耐震化に向けた取り組みや方針を策定した。 

 

 

第９款 消防費 項１ 消防費 

 

【主要データ】 

  ①火災発生件数の推移 

 

区分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

火災発生件数 １７件 １７件 ２３件 

うち建物火災 １０件 ６件 １１件 

  

 ②救急車出動件数の推移 

 

 

 

 

 

目１ 常備消防費 （予算説明書Ｐ１３２～Ｐ１３３） 

 

１ 高規格救急自動車更新事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ２ ３ 新規 ２８，０１２ ２６，７１９ ０

安全で迅速な搬送体制と救急救命率の向上を図るため、鷲別支署配置の高規格救急

自動車を更新した。 

 

２ 救える命があります！（明日のまちづくり事業費） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ２ ３ 新規 １，８６０ １，８２４ ０

  市民が集まる各種イベント等にＡＥＤ(自動体外式除細動器)を貸出すとともに、救

急講習会を強化し、救命率の向上を図った。また、安全で安心して暮らせるまちづく

りのため、住宅火災警報器の普及促進を図り、市民と消防が身近にふれあう“消防・

救急フェスティバル”を開催した。 

 

３ はしご付消防ポンプ自動車整備事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ２ 新規 ９，７４５ ９，３７５ ０

  市民及び消防隊員の安全確保と円滑な消防活動のため、はしご付消防ポンプ自動車

のオーバーホールを実施した。 

  ・はしご付消防ポンプ自動車整備備品購入費     １６，９５０千円 

（北海道市町村備荒資金組合活用） 

区分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

救急車出動件数 １，９９１件 １，８５８件 １，９７０件
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うち平成 21 年度決算額                           ３０千円 

うち債務負担行為分（平成 22 年度～平成 25 年度）１６，９２０千円 

・整備委託料                                      ９，３４５千円 

 

４ 救命救助資器材整備事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ２ ３ 新規 ６，５００ ６，５００ ０

  「一人でも多くの救える命を救う」ために、救急・救助活動の資器材を整備し、消

防活動体制の一層の充実・強化を図った。 

 ・救急資器材 毛布、ＡＥＤバッテリー、救急蘇生人形 

 ・救助資器材  レインウェアー、スタッティックロープ、保安帽、ＧＰＳ 

            ガス検知器、トランシーバー 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

６，５００ ６，５００ ０

 

５ 防火安全対策調査・普及事業費（緊急雇用創出事業） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ２ 新規 ７，４５３ ６，０５０ ０

  消防法の一部改正により平成23年６月１日から住宅用火災警報器の設置が義務化さ

れることを踏まえ、市内全世帯を対象に訪問し、当該警報器の設置状況を把握すると

ともに、未設置世帯に対する普及啓発を行い、住宅火災による死傷者発生の防止を図

った。 

   雇用人数  臨時職員 ８名 

   雇用日数  延７２０日 

事業期間  平成21年10月１日～平成22年２月28日） 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 道支出金 一般財源 

６，０５０ ６，０５０ ０

 

６ 防火対象物データベース化事業費（緊急雇用創出事業） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ２ 新規 ７２９ ５８７ ０

  消防本部及び各支署で管理している火災予防上の防火対象物にかかる立入検査や防

火管理上の検査の結果・報告をデータベース化し、一元管理を行うことにより、火災

予防業務の効率化を図った。 

   雇用人数  臨時職員 １名 

   雇用日数  延９４日 

事業期間  平成21年10月１日～平成22年２月28日 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 道支出金 一般財源 

５８７ ５８７ ０
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目３ 消防施設費 

 

１ 鷲別支署外壁改修事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ２ 新規 ２，４１５ ０ ０

  老朽化により雨漏りが発生している鷲別支署の外壁改修工事を行う。 

   ※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」

の対象事業として補正予算を計上し、翌年度へ繰り越しした。 

      翌年度繰越額 ２，４１５千円 

 

２ 消防車両車庫整備事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ３ ２ 新規 ６，４００ ０ ０

海老名市から寄贈を受けることとなった消防ポンプ自動車用の車庫を、カルルス地

区及び富浦地区に建設する。 
   ※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」

の対象事業として補正予算を計上し、翌年度へ繰り越しした。 

      翌年度繰越額 ６，４００千円 
 

 

第１０款 教育費 項１ 教育総務費 

 

目３ 指導教育研究費 （予算説明書Ｐ１３６～Ｐ１３９） 

 

１ 不登校・いじめ等対策経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ １  ２２１ １５６ ２１８

不登校やいじめ等の対策のため、専門相談員による相談や研修会の開催、広報紙に

よる啓発などを行った。 

主な事業内容 

教育相談、いじめ相談電話 随時   専門相談員２名 月～金 9:00～17:00 

不登校・いじめ等対策会議 年２回  教職員を対象とした研修会  年２回 

父母懇談会の開催 月の第２火曜日  ふれあいサポート懇談会   年２回 

「いじめ学習資料」の配布 年１回  広報紙「手をつなぐ親と子」 年２回 

 

２ スクールカウンセラー活用事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ １  ３００ ２５５ ４８

小・中学校におけるいじめや不登校などの問題行動について、臨床心理士などの専

門家を学校に配置し、児童・生徒へのカウンセリング体制の充実を図った。  

配置校（拠点校方式） 西陵中学校、緑陽中学校 

 

相談件数 

 

 

 

平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 平成１８年度

２９３件 ２２６件 ２９９件 １８２件 
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３ 心の教室相談員活動経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ １  １，８０４ １，６７６ １，７３６

生徒が悩み等を気軽に相談し、ストレスを和らげることのできる第三者を生徒の身

近に配置し、生徒が心のゆとりを持てるような環境を提供した。 

配置校 幌別中学校、西陵中学校、鷲別中学校、登別中学校、緑陽中学校 

相談件数 １１６件  来室生徒数 ２，５９５人 

 

４ 特色ある学校づくり推進経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  ４，３２２ ３，３１０ ３，６３９

登別温泉入浴体験事業 

参加対象児童 410 名（各小学校３年生） 

総合的な学習活動研究推進事業 

自由な学習環境の中で学ぶ総合学習の推進を図った。 

生活科実施等経費 

対象学校数 ８校（全小学校） 事業内容 動物の飼育・学校菜園 

 

５ 自然体験学習推進経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  ８１９ ４３５ ５３０

自然体験を通して、児童・生徒の自主・自立の精神を育てることを目的として、ネ

イチャーセンターを活用し、宿泊研修や炊事遠足などの自然体験学習を実施した。 

 

６ 小中学校情報教育推進事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  ５０，４３２ ４９，５１１ ５３，９３５

小・中学校の情報教育の推進を図るため、パソコン等の情報通信機器を整備した。 

パソコン設置台数 小学校 200 台・中学校 205 台・学校事務 13 台・教員用 280 台 

学校図書館用 13 台・情報教育センター５台・サーバ 22 台 

   計 738 台 

 

７ 言語障害通級指導教室運営経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  １９４ １８５ ２０７

言語治療を必要とする幼児・児童を対象に、ことばの教室を開設し、言語障害児教

育の充実・伸展を図った。  

幼児部・小学部の入級判定、保護者との教育相談、言語指導 

通級児童数の推移 区分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

    幼児部 22 人 39 人 58 人 

    小学部 65 人 60 人 39 人 

    計 87 人 99 人 97 人 
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８ 特別支援教育振興費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  ３６３ ３５８ ３６３

心身に障がいのある児童・生徒の能力と個性を伸ばし、将来における社会人として

の自立と社会参加を促すため、特別支援教育指導内容の研究と実践を図った。 

 

９ 教育研究会運営事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  ７２０ ７２０ ７２０

教職員の職務遂行上必要な専門性の維持向上を図るため、各部会活動や研修会を行

っている登別市教育研究会に対して補助金を交付した。 

 

10 教育実践研究奨励経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  ６７２ ５４３ ４２６

市内小・中学校の教育レベルを高めるため、実践奨励校ごとに研究主題を定め、そ

の成果を公開研究会で発表するとともに、研究紀要を作成した。  

事業内容 研究主題に基づく研究、成果の公開研究会、研究紀要作成 

実 施 校 新規４校 継続６校 

 

目４ 交流教育推進費 （予算説明書Ｐ１３８～Ｐ１３９） 

 

１ 外国青年招致経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  ８，７５３ ８，２０２ ４，３６１

 生きた英語を指導する外国人英語指導助手（ＡＬＴ）を活用し、英語を使ったコミ

ュニケーション能力の育成などを図った。（平成21年度から１名増員の２名体制） 

事業内容  小・中学校での英語指導、市民対象の英会話教室、 

地域住民等との交流 

 

２ 姉妹都市小中学校交流事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ ２ １  ７８０ ６６２ ２２８

白石市との姉妹都市締結を契機に、児童・生徒の相互交流を図るため、小中学校交

流事業を実施した。 

平成 21 年度事業の内容 

ふるさと豆記者交流事業 

実 施 日 平成 21 年７月 28 日（火）～７月 30 日（木） 

事業内容 市内の小学生 10 名が宮城県白石市を訪問し、相互交流を図った。 

ふるさとのまちを語る交流事業 

実 施 日 平成 21 年 10 月 22 日（木）～23 日（金） 

事業内容 宮城県白石市の生徒が市内中学校を訪問し、相互交流を図った。 

 

目５ 生涯学習推進費 （予算説明書Ｐ１３８～Ｐ１３９） 
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１ 生涯学習推進経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ １ １  ２２０ ２１８ ５２

 市民が、生涯を通じて学習活動を行うことができる環境を整え、生涯学習社会の実

現を図るため、生涯学習情報の提供等を行った。  

生涯学習情報の提供 

生涯学習ニュース（明日をひらく窓） 生涯学習情報 

生涯学習ガイド           生涯学習人材バンクハンドブック 

各種会議の開催 

生涯学習連絡会の開催 市内小中学校と教育委員会・市長部局との意見交換 

   生涯学習フェスティバルの開催 

 

２ 子ども地域交流プラザ事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ３  １，０００ １，０００ １，０００

ふれあい・自然体験などの事業を行っている登別市子ども地域交流プラザ運営委員

会に補助金を交付した。 

事業内容  ふれあい農園、巡視船体験乗船、自然体験学習等 

 

目６ 教育財産管理費 （予算説明書Ｐ１３８～Ｐ１３９） 

 

１ 教育施設運営管理委託料（市民会館・鷲別公民館・総合体育館・陸上競技場） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ １ １  ７１，０４１ ７１，０４１ ７１，０４１

市民が活発に文化・スポーツ活動を行える環境を整えるため、指定管理者に委託し、

社会教育施設の運営管理を行った。 

 

２ 教職員住宅火災警報器設置費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２ 新規 ４５２ ２１０ ０

  入居者の生命、財産を保護し被害の軽減を図るため、教職員住宅に改正消防法で定

められた住宅用火災警報器を設置した。 

   実施箇所 新生町教員住宅（24 戸） 

 

３ 市民会館調光機器更新等事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ３ １ 新規 ４９７ ４９７ ０

  設置後 25 年以上を経過した市民会館の大ホール及び中ホールの照明を管理する調

光機器等を更新した。 

   事業費総額         ５，８３４千円 

うち平成 21 年度決算額    ４９７千円 

    うち債務負担行為分   ５５，３３７千円（平成 22～25 年度） 

    ※ 平成 21 年度決算額には、調光器を更新するまでの間（４月１日～７月 31

日）の調光器リース料２９４千円を含む。 
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４ 市民会館外灯整備事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ３ １ 新規 ７，２８９ １，９８９ ０

  老朽化した市民会館正面玄関前の外灯を更新する。 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

１，９８９ １，９８８ １

   ※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」

の対象事業として補正予算を計上し、翌年度へ繰り越しした。 

      翌年度繰越額 ５，３００千円 

 

５ 市民会館整備事業費【前年度繰越事業】 

章 節 施策  繰越予算額 決算額 前年度決算額 

５ ３ １ 新規 ６９，１００ ６２，９４８ ０

  老朽化した市民会館の外壁、屋上の欠損部の補修及び塗装を行った。 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 市債 一般財源 

６２，９４８ ２７，５１６ ３５，４００ ３２ 

 

目７ 教育諸費 （予算説明書Ｐ１４０～Ｐ１４１） 

 

１ 児童生徒健康診断等経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ １  １７，８７４ １７，５３５ １７，７９３

市内の小・中学校の児童・生徒の健康管理のため健康診断を行った。  

結核検診（全員）、心臓検診（小１・中１）、ぎょう虫卵検査（小１～小３）、 

尿検査（全員）、内科検診（全員）、歯科検診（全員）、 眼科検診（小１・中１）、 

耳鼻科検診（小１・中１） 

新入学対象予定者 453 名 

 

２ 私立高等学校教育振興補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  ２，２０６ ２，２０６ ４，２３３

私学教育の振興を図るため、私立登別大谷高等学校に対して、入学金減免額の３分

の２相当額、並びに備品購入に係る費用の一部を補助した。 

 

３ 児童生徒遠距離通学費補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  ３，２１０ ２，７９５ ３，１０６

バスで通学する小・中学生の保護者の経済的負担の軽減を図るため、補助金を交付

した。  

補助対象人員 小学校 ２校 27 名  中学校 ３校 103 名 
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４ スクールバス運行経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  １３，２４８ １３，１６７ １３，１９９

札内町・来馬町に居住する児童・生徒を幌別小学校、幌別中学校へ、カルルス地区・

上登別地区・登別温泉地区・中登別地区に居住する児童を登別小学校へ送迎するため、

スクールバスを運行した。 

 

 

第１０款 教育費 項２ 小学校費 

 

【主要データ】 

  ①小学生数等の推移 

区    分 平成 21 年度 平成 20 年度 平成 19 年度 平成 18 年度 平成 13 年度 

小 学 生 数 2,535 人 2,603 人 2,618 人 2,686 人 2,868 人 

小 学 校 数 8 校 8 校 8 校 9 校 9 校 

学 級 数 108 学級 110 学級 111 学級 112 学級 108 学級 

うち特別支援学級数 17 学級 18 学級 19 学級 17 学級 8 学級 

 

 

目１ 学校管理費 （予算説明書Ｐ１４２～Ｐ１４３） 

 

１ 特別活動推進経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  ２４０ ２３１ ２３９

学校の実態や児童の発達段階などを考慮し、児童による自主的・実践的な活動（児

童会活動等）を助長した。 

 

２ 特別支援教育推進経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  １４，０９５ １１，０３７ １，３６４

  心身に障がいのある児童一人ひとりの教育的ニーズを的確に把握し、自立や社会参

加に向けて必要な支援を行うため、介助員及び学習支援補助員を配置した。 

   平成 21 年度 12 名（平成 20 年度 12 名） 

 

３ 理科教育備品整備事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ １ 新規 ２，３１１ ２，３１１ ０

  理科教育設備については、従来より国の補助事業を利用し整備を行ってきたが、新

学習指導要領に対応した設備は未整備であることから、新学習指導要領の円滑な実施

に資するため、当該設備の整備を図った。 

 事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

２，３１１ １，１５５ １，１５６
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４ デジタルテレビ購入事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２ 新規 １２，３３９ １２，３３９ ０

アナログ放送が２０１１年７月に終了することに伴い、各小学校において地上デジ

タル放送の視聴が可能となるようデジタルテレビを配置した。 

 事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

１２，３３９ １２，３３９ ０

 

目２ 施設管理費 （予算説明書Ｐ１４２～Ｐ１４３） 

 

１ 小学校便所洋式化事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  ５３，５００ ３５，６０６ ４０，１５２

  小学校の便所を洋式に改修するとともに、車椅子使用者用便房を設置した。 

   平成 21 年度便所改修工事実施校 

    幌別小学校、富岸小学校、鷲別小学校、幌別東小学校、登別小学校 

事業費の財源内訳 

財源内訳 

市債 

 

事業費 

通常債 行革債 

一般財源 

３５，６０６ ２６，７００ ８，９００ ６ 

   ※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」の

対象事業として補正予算を計上し、翌年度へ繰り越しした。 

     翌年度繰越額 １１，５００千円 

 

２ 小学校耐震診断等事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２ 新規 ２，９１９ ２，９１９ ０

    耐震化優先度調査の結果を踏まえて、地震に対して倒壊等の危険性が高いと推定さ

れる建物について、耐震診断（２次診断）を行った。 

   平成 21 年度耐震診断実施校 

    鷲別小学校（屋体）・青葉小学校（屋体） 

 

３ 若草小学校プール解体事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２ 新規 １１，０７８ １１，０７８ ０

  使用していないプールが老朽化し危険性が高いため解体を行った。 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

１１，０７８ １１，０７７ １
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４ 幌別東小学校屋体整備事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２ 新規 １９，９５０ １９，９５０ ０

  老朽化している幌別東小学校屋内運動場屋根の防水改修を行った。 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

１９，９５０ １９，９５０ ０

 

５ 富岸小学校グランドフェンス整備事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２ 新規 ５，０００ ０ ０

  老朽化の著しいグランドフェンスの改善・整備を行う。 

   ※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」

の対象事業として補正予算を計上し、翌年度へ繰り越しした。 

      翌年度繰越額 ５，０００千円 

 

６ 富岸小学校屋根改修事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２ 新規 １１，０００ ０ ０

  老朽化により雨漏りが発生している校舎屋根の防水改修を行う。 

   ※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」

の対象事業として補正予算を計上し、翌年度へ繰り越しした。 

      翌年度繰越額 １１，０００千円 

 

７ 青葉小学校受変電設備整備事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２ 新規 １，６００ ０ ０

  児童が安全で安心な環境で学習できるよう、老朽化した青葉小学校の受変電設備の

改修整備を行う。 

   ※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」

の対象事業として補正予算を計上し、翌年度へ繰り越しした。 

      翌年度繰越額 １，６００千円 

 

８ 地上デジタルアンテナ・機器整備事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２ 新規 ２，９７０ ２，２０４ ０

アナログ放送が２０１１年７月に終了することに伴い、それに代わる地上デジタル

放送の視聴が可能となるよう、市内全小学校のアンテナ設備等の整備を行った。 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 市債 一般財源 

２，２０４ １，４９８ ６８０ ２６ 
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９ 富岸小学校屋体整備事業費【前年度繰越事業】 

章 節 施策  繰越予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２ 新規 ２７，７２０ ２５，８５１ ０

老朽化した富岸小学校屋内運動場の窓及び屋根の改修を行った。 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 市債 一般財源 

２５，８５１ １１，２５１ １４，６００ ０ 

 

目３ 教育振興費 （予算説明書Ｐ１４２～Ｐ１４３） 

 

１ 特別支援教育就学奨励費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  １，２６３ ９０１ ８３６

特別支援学級に就学している児童の保護者の経済的負担を軽減するため、必要な費

用を援助した。  

対象人員 小学校 37 名 

 

 

２ 要保護・準要保護就学援助費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ －  ３６，１４６ ３１，４３６ ３３，０６０

  経済的な理由により就学が困難と認められる児童の保護者に、就学に必要な援助を

行った。 

対象人員 小学校 515 名 

 

 

 

第１０款 教育費 項３ 中学校費 

 

【主要データ】 

  ①中学生数等の推移 

区    分 平成 21 年度 平成 20 年度 平成 19 年度 平成 18 年度 平成 13 年度 

中 学 生 数 1,303 人 1,372 人 1,397 人 1,396 人 1,656 人 

中 学 校 数 5 校 5 校 5 校 5 校 5 校 

学 級 数 51 学級 51 学級 51 学級 52 学級 57 学級 

うち特別支援学級数 9 学級 10 学級 9 学級 7 学級 5 学級 

 

区分 平成 21 年度 平成 20 年度 平成 19 年度 平成 18 年度 

対象児童数 37 人 32 人 30 人 32 人 

決 算 額 901 千円 836 千円 795 千円 750 千円 

区分 平成 21 年度 平成 20 年度 平成 19 年度 平成 18 年度 

対象児童数 515 人 540 人 549 人 551 人 

決 算 額 31,436 千円 33,060 千円 32,658 千円 32,294 千円 
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目１ 学校管理費 （予算説明書Ｐ１４４～Ｐ１４５） 

 

１ 中学校体育連盟助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ １  １，４６０ １，４６０ １，４６０

健全なスポーツを通して生徒の心身の健康及び学校間の親睦と交流を深めることを

目的として、市内中学校の体育活動の振興及び推進を目指す中学校体育連盟に対しそ

の活動に必要な経費の一部を助成した。 

 

２ 特別活動推進経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  ２，６５０ ２，２１２ ２，４１２

学校の実態や生徒の発達段階などを考慮し、生徒による自主的・実践的な活動（生

徒会活動・部活動等）を助長した。 

 

３ 特別支援教育推進経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  ６，６４８ ４，３１４ １，１２４

心身に障がいのある生徒一人ひとりの教育的ニーズを的確に把握し、自立や社会参

加に向けて必要な支援を行うため、介助員及び学習支援補助員を配置した。 

   平成 21 年度５名（平成 20 年度１名） 

 

４ 理科教育備品整備事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ １ 新規 ２，２１２ ２，２１２ ０

  理科教育設備については、従来より国の補助事業を利用し整備を行ってきたが、新

学習指導要領に対応した設備は未整備であることから、新学習指導要領の円滑な実施

に資するため、当該設備の整備を図った。 

  事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

２，２１２ １，１０５ １，１０７

 

５ デジタルテレビ購入事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２ 新規 ４，１９０ ４，１９０ ０

アナログ放送が２０１１年７月に終了することに伴い、各中学校において地上デジ

タル放送の視聴が可能となるようデジタルテレビを配置した。 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

４，１９０ ４，１９０ ０
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目２ 施設管理費 （予算説明書Ｐ１４４～Ｐ１４５） 

 

１ 西陵中学校グランドフェンス整備事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２ 新規 ４，７８８ ４，７８８ ０

  生徒が安全で安心な環境で学習できるよう、老朽化の著しい西陵中学校グランドフ

ェンスの整備を行った。 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

４，７８８ ４，７８８ ０

    

２ 登別中学校受変電設備整備事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２ 新規 ５，２４０ ５，２４０ ０

    生徒が安全で安心な環境で学習できるよう、老朽化した登別中学校の受変電設備を

改修整備した。 

  事業費の財源内訳 

財源内訳 

市債 

 

事業費 

通常債 行革債 

一般財源 

５，２４０ ３，９００ １，３００ ４０ 

 

３ 中学校耐震診断等事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２ 新規 ６，３８４ ６，３８４ ０

    耐震化優先度調査の結果を踏まえて、地震に対して倒壊等の危険性が高いと推定さ

れる建物について、耐震診断（２次診断）を行った。 

   平成 21 年度耐震診断実施校 

    鷲別中学校（校舎、屋体）・登別中学校（屋体） 

 

４ 中学校耐震化実施設計委託料 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２ 新規 ４，０４３ ４，０４３ ０

耐震診断(２次診断)の結果を踏まえて、地震に対し倒壊等の危険性がある建物につ

いて耐震化実施設計を行った。 

   実施校  鷲別中学校 

  事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

４，０４３ ４，０４２ １
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５ 中学校耐震化・改修事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２ 新規 ８１，５６８ ０ ０

耐震診断(２次)の結果を踏まえて地震に対して倒壊等の危険のある建物について補

強や改築を行い、耐震化を図る。 

 ※ 国の１次補正予算で措置された「安全・安心な学校づくり交付金」の対象事

業として補正予算を計上したが、年度内に事業が終わらないため翌年度へ繰り

越しした。 

    翌年度繰越額 ８１，５６８千円 

 

６ 幌別中学校受変電設備整備事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２ 新規 １，９００ ０ ０

生徒が安全で安心な環境で学習できるよう、老朽化した幌別中学校の受変電設備の 

改修整備を行う。 

   ※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」

の対象事業として補正予算を計上し、翌年度へ繰り越しした。 

      翌年度繰越額 １，９００千円 

 

７ 地上デジタルアンテナ・機器整備事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２ 新規 １，８４０ １，７５７ ０

アナログ放送が２０１１年７月に終了することに伴い、それに代わる地上デジタル

放送の視聴が可能となるよう、市内全中学校のアンテナ設備等の整備を行った。 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 市債 一般財源 

１，７５７ ９２０ ８２０ １７ 

 

目３ 教育振興費 （予算説明書Ｐ１４４～Ｐ１４５） 

 

１ 特別支援教育就学奨励費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  ８０２ ６０３ ３３７

  特別支援学級に就学している生徒の保護者の経済的負担を軽減するため、必要な費

用を援助した。 

対象人員 中学校 18 名 

 

２ 要保護・準要保護就学援助費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ －  ３７，０４９ ２８，８８９ ３２，１８３

区分 平成 21 年度 平成 20 年度 平成 19 年度 平成 18 年度 

対象生徒数 18 人 6 人 4 人 6 人 

決 算 額 603 千円 337 千円 181 千円 313 千円 
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  経済的な理由により就学が困難と認められる生徒の保護者に、就学に必要な援助を

行った。 

対象人員 中学校 322 名 

 

 

 

第１０款 教育費 項４ 社会教育費 

 

目１ 社会教育総務費 （予算説明書Ｐ１４６～Ｐ１４７） 

 

１ 市民生涯学習推進講座経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ １ １  ３，０１８ ２，２３３ ２，３２１

  生涯学習の推進を図るため、「ときめき大学・婦人短期大学」などの事業を実施した。 

・ときめき大学（４年制）・婦人短期大学（２年制） 

教養コース（共通）、専修課程(グループ学習)、選択コース（婦人短期大学は１

コース以上必修） 

・家庭教育学級 

 12 学級（市内私立幼稚園、小学校） 

・市民マイプラン講座 

 市民が自主的に行う学習等への支援事業 

 

２ 三市合同女性国内派遣研修経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ４ ２  １８０ １８０ ２７０

 地域で活動している女性を先進地に派遣し、全国各地における女性の社会参加や地

域活動、学習活動について研修を行った。 

期    日  平成 21 年８月 27 日（木）～８月 30 日（日） 

場    所  埼玉県嵐山町･東京都 

派遣人員  ３名 

 

３ 財団法人登別市文化・スポーツ振興財団事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ － －  ４，６２９ ４，６２９ ３，２９０

財団法人登別市文化・スポーツ振興財団が行う文化・スポーツ事業を補助した。 

文化振興事業 

文化教室開催事業 ７事業 

（初心者英会話教室、フラワーアレンジメント教室等） 

芸術鑑賞事業 ３事業 

（道新ジュニアクラシック札響コンサート、岡林信康コンサート等） 

共催事業 ３事業 

（文化講演会、市民文化祭、小中学生書初展） 

区分 平成 21 年度 平成 20 年度 平成 19 年度 平成 18 年度 

対象生徒数 322 人 337 人 331 人 322 人 

決 算 額 28,889 千円 32,183 千円 30,522 千円 30,521 千円 
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スポーツ振興事業 

スポーツ教室開催事業 11 事業 

（テニス教室、温泉散策ウォーキング等） 

スポーツ大会開催事業 ３事業 

（市民スポンジテニス大会、市民ソフトボール大会（夏・秋）） 

共催事業 ２事業 

（市民ゲートボール大会、市民ミニバレー大会） 

 

４ 財団法人登別市文化・スポーツ振興財団運営補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ － －  １１，３１１ １０，９５０ １０，７８６

財団法人登別市文化・スポーツ振興財団の運営に係る経費を補助した。 

 

５ ＰＴＡ連合会助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ２  ３００ ３００ ３００

子どもたちの健全な成長を願い、各単位ＰＴＡが相互に連携して開催する研修会等

の活動を支援した。 

 

６ 生涯学習人材バンク整備事業費（緊急雇用創出事業） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ３ １ 新規 ５６２ ５４６ ０

  平成１５年度に発行した人材バンクの登録者の再調査と新規登録を行うとともに、

分野別にまとめデータ化し、ホームページに掲載した。 

   雇用人数  臨時職員 １名 

   雇用日数  延６１日 

事業期間  平成21年10月１日～平成21年12月30日 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 道支出金 一般財源 

５４６ ５４６ ０

 

目２ 婦人研修施設費 （予算説明書Ｐ１４６～Ｐ１４７） 

 

１ 婦人研修の家維持管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ １ １  ３，４０１ ３，０１０ ３，４８６

市内８箇所の婦人研修の家の維持管理を行った。 

 

目３ 公民館費 （予算説明書Ｐ１４６～Ｐ１４７） 

 

１ 公民館運営管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ １ １  １，５７５ １，５１４ １，３７４

地域住民に身近な交流・研修の場を提供するため、公民館（登別、登別温泉、鷲別
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の一部）の運営管理を行った。 

 

２ デジタルテレビ購入事業費 

 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ １ １ 新規 ９４０ ６０９ ０

  アナログ放送が終了することに伴い、地上デジタル放送の視聴が可能となるよう、

市内公民館にデジタルテレビを設置した。 

 事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

６０９ ６０９ ０

 

３ 鷲別公民館整備事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ １ １ 新規 １８，２５８ ０ ０

  鷲別公民館の老朽化したボイラー及びテニスコートフェンス・ホール音響機器を更

新する。 

※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」

の対象事業として補正予算を計上し、翌年度へ繰り越しした。 

      翌年度繰越額 １８，２５８千円 

 

４ 地上デジタルアンテナ・機器整備事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ １ １ 新規 ４６２ ４５０ ０

アナログ放送が２０１１年７月に終了することに伴い、それに代わる地上デジタル

放送の視聴が可能となるよう、市内全公民館のアンテナ設備等の整備を行った。 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 市債 一般財源 

４５０ ２３１ ２００ １９ 

 

目４ 図書館費 （予算説明書Ｐ１４６～Ｐ１４９） 

 

 主要データ 

  ①購入図書冊数等の推移  

区分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

購入図書冊数 7,755 7,589 6,977

蔵書冊数 154,814 147,269 142,339

貸出登録者数 17,666 16,491 16,813

貸出冊数 241,869 219,662 198,843

  本館 155,907 145,080 131,014

  移動図書館車 29,198 28,864 26,937

  鷲別配本所 29,333 27,750 25,287
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  登別配本所 2,684 3,042 2,424

  登別温泉配本所 1,494 1,381 1,107

  地域情報センター 1,581 1,495 2,392

  団体貸出 21,672 12,050 9,682

相互貸借冊数 2,975 3,189 3,073

市民１人当貸出冊数 4.63 4.18 3.76 

 

１ 図書館運営管理経費・図書等購入費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ １ １  ２９，０００ ２８，６２５ ２７，９３３

図書資料の整備をはじめ、『小中学生の読書感想文・読書感想画コンクール』や『文

化講演会』などの読書推進事業を行った。 

また、児童室のスペースの整備拡充と駐車場の拡張整備のため改修を行った。 

○図書購入費           １１，２０３千円 

○雑誌・新聞等購入費          ８４７千円 

○図書館内部改修及び駐車場改修経費   ５９１千円 

○その他の運営管理経費      １５，９８４千円 

 ○主な主催事業 

小・中学生の読書感想文、読書感想画コンクール、文化講演会 

年長児の読書感想画募集、読み聞かせの研修会 

新刊図書案内及び児童室だよりの発行、図書館まつり 

 

２ 移動図書館車運行業務委託料 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ １ １  ２，９６６ ２，９６６ ２，９６６

移動図書館車の効率的な運行と巡回サービスの向上を図るため、運行業務を委託し

た。 

   年間運行日数 ２２６日 

    

３ 図書館暖房設備整備事業費【翌年度繰越事業】 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ １ １ 新規 １０，５２０ ０ ０

  老朽化した図書館暖房用ボイラーの取替工事を行う。 

※ 国の第２次補正予算に盛り込まれた「地域活性化・きめ細かな臨時交付金」

の対象事業として補正予算を計上し、翌年度へ繰り越しした。 

      翌年度繰越額 １０，５２０千円 

 

目５ 青少年対策費 （予算説明書Ｐ１４８～Ｐ１４９） 

 

１ 放課後子ども教室推進事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ １ １  １，６５７ １，６０５ ５，５５５

  子どもたちの安全・安心な活動拠点（居場所）を設けるため、地域の方々の参画を

得て放課後子ども教室を開設し、様々な体験活動や交流活動などの取り組みを推進し

た。 
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   開設場所 鷲別小学校内 

 

２ 少年の主張大会経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ３  ２８ ２６ ２４

 中学生が、日常生活での体験や日ごろ考えていることを広く訴えた。 

期日 平成 21 年６月  場所 西陵中学校  発表者数 12 名 

 

３ 青少年育成指導経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ３  ７８１ ５４８ ５６５

  青少年の非行防止を図るため、補導センターや青少年問題協議会を運営し、専任補

導員や補導委員による巡回、育成だよりの発行などを行った。  

青少年問題協議会（委員 15 名） 

青少年補導委員（委員 62 名） 

 

４ 成人祭経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ３  ５３０ ４６０ ４８４

  登別市成人祭実行委員会主催による成人祭を開催した。  

期日 平成 22 年１月 10 日  対象人員 約 650 名 

 

５ 子ども会活動振興助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ２ ３  ８３０ ８３０ ８３０

  『こいのぼりマラソン大会』や『かるた大会』などの活動を行う登別市子ども会育

成連絡協議会を支援した。  

団体数 43 団体（７地区連盟） 

 

６ 通学合宿 みんなで学ぶ「子ども村」（明日のまちづくり事業費） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ２ １ 新規 １，０６０ ９６３ ０

  小学生（４～６年生）が、ネイチャーセンターで支援ボランティアとともに生活し、

基本的生活習慣を身に付けるとともに自然体験や学習活動を行いながら学校へ通う

「通学合宿」を実施した。 

期日 平成 21 年 10 月～12 月  定員 20 名×４回（１回当たり４泊５日） 

 

目６ 郷土資料館費 （予算説明書Ｐ１４８～Ｐ１４９） 

 

１ 郷土資料館運営管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ３ ２  ２，３１９ ２，００５ １，９５０

郷土の歴史、民俗、産業、文化に関する資料を収集、保管、展示する郷土資料館の

運営管理を行った。 

入館者数 ３，２９４人 
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目７ 文化振興費 （予算説明書Ｐ１４８～Ｐ１５１） 

 

１ 中学校音楽祭経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ３ １  ２６９ ２２２ ２２２

市民会館大ホールを会場に、市内中学校の代表クラスや合唱部、吹奏楽部などの生

徒が、合唱や合奏など、日ごろの練習の成果を披露する中学校音楽祭を開催した。 

期日 平成 21 年 10 月８日（木）  参加校 ５校 

 

２ 文化振興助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ３ １  ８００ ８００ ８００

 『市民文化祭』や『胆振芸術祭』、『文化表彰』などの活動を行っている登別市文化

協会を支援した。  

団体数 ３６団体 約２，１００名 

 

３ 児童・生徒文化振興助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ３ １  ５００ ３５３ ３８７

市内の小・中学校、高校に在籍する児童・生徒が、全道・全国大会に出場する際に、

保護者の負担を軽減するため、経費の一部を助成した。 

 

４ 三市合同文化事業負担金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ３ １  １，０００ １，０００ １，０００

三市広域行政における芸術文化振興事業として実施した。 

平成２１年度 井上あずみ&ドリーミング ファミリーコンサート 開催市：登別市 

 

５ 文化伝承館運営管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ３ ２  ３３０ ２８６ ３５５

郷土の歴史や文化に関する講習会、研究会、体験学習等を開催した。 

 

６ 文化財保護経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ３ ２  ３３１ １９１ ２４５

文化財保護に関する調査・研究・普及を行った。 

 

７ のぼりべつ文化交流館運営管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ３ ２  ３，７７３ ３，２６３ ３，１３７

市内で発掘・出土した埋蔵文化財の保管・展示、体験学習の場、市民の作品展示場、

研修室等として利用促進を図った。 

来館者数 ２，８５９人（展示１，２７２人、貸館１，５８７人） 
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８ 知里真志保生誕１００年記念事業補助金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ３ ２ 新規 ４７０ ４７０ ０

  本市出身の偉大な言語学者である知里真志保氏の生誕 100 年を記念し、その偉業を

たたえ、功績を未来につなぐ記念事業を行う実行委員会を支援した。 

  

９ 文化財資料デジタル化保存活用事業費（緊急雇用創出事業） 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ３ ２ 新規 １，２９６ １，１０４ ０

  市史編さん等で収集された市所有の写真資料をデータベース化し、さらに写真をデ

ジタル化して保存した。 

   雇用人数  臨時職員数 ２名 

   雇用日数  延１４０日 

事業期間  平成21年10月１日～平成22年１月31日 

  事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 道支出金 一般財源 

１，１０４ １，１０４ ０

 

目８ 自然体験学習施設費 （予算説明書Ｐ１５０～Ｐ１５１） 

 

１ ネイチャーセンター運営管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

２ ２ １  ３８，００４ ３７，６０２ ３８，０９８

ネイチャーセンターを拠点に鉱山地区の自然を活用した自然体験活動を推進し、市

民の自然に関する意識の高揚を図った。 

 

 

第１０款 教育費 項５ 保健体育費 

 

目１ 保健体育総務費 （予算説明書Ｐ１５２～Ｐ１５３） 

 

１ 体育協会助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ４ １  ８００ ８００ ８００

スポーツの振興を図る登別市体育協会を支援した。 

加盟団体 ２１団体  加盟者数 ４，４４７名 

 

２ 生涯スポーツ振興及びスポーツ関連団体の育成経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ４ １  １８７ １６６ ２８１

市民のラジオ体操会や体力テスト会、スポーツ団体などの指導者育成研修を行った。  
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３ スポーツ少年団育成助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ４ １  ５００ ５００ ５００

リーダー養成事業や競技別交流会などの活動を行う登別市スポーツ少年団を支援し

た。  

加盟団体 ２０団体  加盟者数 ４０７名 

 

４ 児童生徒スポーツ振興助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ４ １  ２，３００ ２，２４７ １，８１０

市内の小・中学校・高校に在籍する児童・生徒及び市内のスポーツ団体に所属する

児童・生徒が全道及び全国大会に参加する際、保護者の負担を軽減するため、経費の

一部を助成した。 

 

５ 体育指導委員会経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ４ １  ５９２ ４２９ ４１３

生活に直結した体育・スポーツの振興を図ることを目的に体育指導委員会を設置し、

各種体育行事への協力やニュースポーツの普及等を行った。 

根拠法  スポーツ振興法 

委員数  15 名 

役割   スポーツ振興の進行役、コーディネーター 

事業内容  市民ラジオ体操会・市民体力テスト会 

文化・スポーツ振興財団事業等への協力 

講習会等での指導 

 

６ 三市スポーツ大会事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ４ １  ２３２ １８２ １９０

三市広域行政における青少年健全育成事業の一環として、スポーツ大会を実施した。 

陸上競技大会 

期  日 平成 21 年８月１日（土）  場所 室蘭市入江陸上競技場 

参加対象 小学校４～６年生 

 

７ 学校開放事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ４ １  ４，７２７ ３，６００ ３，７９９

スポーツを通じて市民の健康増進と交流を図るため、小中学校の屋内体育館を市民

に開放した。 

屋内体育館 

開 放 校 10 校  開放期間  平成 21 年４月中旬～平成 22 年３月上旬 

平成 21 年度実績 利用団体  65 団体 利用者数  25,248 名 
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８ 姉妹都市スポーツ交流事業助成金 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

６ ２ １  ５１０ ５１０ １，１８３

姉妹都市の宮城県白石市とスポーツを通して交流を深めるため、『登別・白石姉妹都

市少年スポーツ交流団』と『姉妹都市親善水泳大会参加交流団』の活動を支援した。  

平成 21 年度登別・白石姉妹都市少年スポーツ交流事業野球大会 

開 催 日  平成 21 年７月 26 日（日） 

場    所  登別市 

登別市からの参加者  36 名 

姉妹都市親善水泳大会 

開 催 日  平成 21 年９月 19 日（土）～９月 21 日（月） 

場    所  スパッシュランドしろいし（白石市） 

登別市からの参加者 22 名 

 

目２ 体育施設費 

 

１ 総合体育館バリアフリー整備事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

１ ３ ３ 新規 ３，１００ ２，９５４ ０

  総合体育館の正面玄関の段差解消、男女トイレの車椅子利用に対応し、広く市民が

利用できるよう整備した。 

  

目３ 青少年会館費 （予算説明書 P１５２～P１５３） 

 

１ 青少年会館運営管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ４ １  １９，３８４ １７，６４３ １９，３５９

市内４か所にある青少年会館を運営管理し、市民の利用促進を図る。 

   平成２１年度実績 利用者数 54,035 名 

 

２ 富岸青少年会館整備事業費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ４ １ 新規 １８，１１３ １８，１１３ ０

  老朽化により雨漏りや床面の破損等が発生していた富岸青少年会館の改修工事を行

った。 

事業費の財源内訳 

財源内訳     

事業費 国庫支出金 一般財源 

１８，１１３ １８，１１２ １

 

目４ 市民プール費 （予算説明書 P１５２～P１５３） 

 

１ 市民プール運営管理経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ４ １  ４８，２２８ ４８，１８１ ４７，９６１
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市民の幅広いニーズに対応して公認競技用プールの機能、アクアスポーツ普及のた

めの機能、水の効能を生かした健康増進機能及びトレーニングルームを確保すること

により、市民の健康増進と余暇の健全な活用を図った。 

 

２ 市民プールバスパック業務委託料 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ４ １  ５２ １４ ２２

市民プールの利用者増を図るため、路線バス運賃とプール入館料をセットにしたバ

スパックを実施した。 

 

３ 市民プールランニングマシン更新経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

５ ４ １ 新規 ４１ １３ ０

トレーニングルームに設置しているランニングマシン５台のうち老朽化した２台の

更新を行った。 

   事業費総額      ２，３３２千円 

   うち平成 21 年度決算額       １３千円 

      うち債務負担行為分  ２，３１９千円（平成２２年度～平成２５年度） 

 

 

第１１款 公債費 項１ 公債費 

 

【主要データ】 

① 公債費にかかる財政指標の推移 

区分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

公債費比率 21.6 ％ 22.6 ％ 24.1 ％ 

公債費負担比率 22.2 ％ 23.2 ％ 24.6 ％ 

実質公債費比率 15.2 ％ 14.7 ％ 13.7 ％ 

 

② 市債（元金）年度末残高の推移 

                          （単位：千円） 

   区分 平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

一般会計 24,993,549 26,508,260 27,958,871 

学校給食事業特別会計 6,667 9,979 15,039 

公共下水道事業特別会計 20,178,594 19,950,362 19,816,127 

簡易水道事業特別会計 74,561 65,483 58,187 

計 45,253,371 46,534,084 47,848,224 

 

目１ 元金 （予算説明書 P１５４～P１５５） 

 

１ 市債償還元金 

 通常分 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － －  ２，７６６，６１４ ２，７６６，６１４ ２，７６７，９２１
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 繰上償還分 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － －  ２８，５６６ ２８，５６６ ６０，５４２

  後年度の利子負担の軽減を図るため、決算額２７億９，５１８万円のうち、 

２，８５６万６千円について公的資金の補償金免除繰上償還を行った。 

 

目２ 利子 （予算説明書 P１５４～P１５５） 

 

１ 市債償還利子 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － －  ４８４，１２２ ４８３，９５６ ５２０，６０３

 

２ 一時借入金利子 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － －  ４，０００ ４９６ １，７５５

 

 

第１２款 給与費 項１ 給与費 

 

【主要データ】 

  ①職員数 

     平成２１年度 平成２０年度 平成１９年度 

  年度当初 年度末 年度当初 年度末 年度当初 年度末 

職   員 453 450 471 459 489 483 

嘱   託 136 134 119 124 138 133 

計 589 584 590 583 627 616 

※職員数に市長・副市長・教育長を含まず。 

   ※嘱託数に法律相談員、嘱託医を含まず。 

 

②平均給与・平均年齢・ラスパイレス指数 

  平均給与月額 平均年齢 ラスパイレス指数 

平成２１年度 369,399 円 42 歳 8 月 90.3（全道 28 位） 

平成２０年度 371,319 円 45 歳 1 月 90.7（全道 28 位） 

平成１９年度 382,826 円 45 歳 7 月 92.1（全道 27 位） 

※平均給与月額については、各年度４月１日現在。 

   ※給与月額＝給料＋諸手当 

 

目１ 職員給与費 （予算説明書 P１５６～P１５７） 

 

１ 職員等給与経費・非常勤職員等公務災害経費 

章 節 施策  最終予算額 決算額 前年度決算額 

－ － －  ３，９７４，１５５ ３，９１４，４５０ ４，３８６，３０８
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科目 最終予算額 決算額 不用額 

給料       1,495,186 1,494,624 562

職員手当等計   1,615,388 1,581,654 33,734

  扶養手当   54,286 50,746 3,540

  地域手当   290 172 118

  単身赴任手当 348 0 348

  超勤手当   89,600 87,422 2,178

  期末手当   397,020 396,379 641

  勤勉手当   198,427 198,416 11

  寒冷地手当 36,529 35,226 1,303

  通勤手当   15,042 13,305 1,737

  特殊勤務手当 12,957 11,966 991

  管理職手当 41,447 41,407 40

  退職手当   507,128 506,492 636

  嘱託手当   202,015 186,768 15,247

  住居手当   33,046 30,658 2,388

  夜勤手当   16,353 13,057 3,296

  児童手当   10,900 9,640 1,260

共済費     543,905 522,611 21,294

賃金       195,435 191,417 4,018

福祉協会負担金   1,154 1,119 35

退職手当積立金   122,406 122,405 1

災害補償費   209 208 1

役務費   472 412 60

合計       3,974,155 3,914,450 59,705

 


